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キーワード 

◆一般財団法人 ◆公益財団法人 ◆最低純資産 ◆純資産額 300 万円  

◆一般社団法人 ◆吸収合併 ◆債権者異議手続 ◆医療法人 ◆事業譲渡 

ポイント 

◆医療機関の開設主体には、多様な法人類型があり、各法人制度に特有の法

規制が存在する。財団法人は、２期連続で純資産額が３００万円を下回る

と、自動的に解散となる（最低純資産制度）。 

 

◆新型コロナウイルス感染症下の喫緊の課題として、医療機関を開設する財

団法人における最低純資産制度への対応について検討した。 

 

◆現行法下で法人が採り得る対応策としては、新たに社団法人を設立し、当

該社団法人に既存の財団法人を「吸収合併」させることにより、社団法人

格を取得する手法が、より多くのケースで最適と考えられる（寄附の受領

や土地の売却により問題が解決できる場合等を除く）。 

 

◆合併手続等を円滑に進めるためには周到な準備が必要である。事前準備を

含め、純資産不足 2 期目の期末から遡って、5～6 か月前には、手続きに着

手する必要がある。 

 

◆上記の対応策の実行には税コストがかかるなど限界もある。財団法人の最

低純資産制度については、立法的な解決を図ることが本来望ましい。 
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序 論 

 

１ 医療機関の開設主体となる多様な法人類型 

医 療 機 関 の 開 設 主 体 は 、国 、地 ⽅ ⾃ 治 体 か ら 個 ⼈ ま で 多 様 で あ る 。
独 ⽴ ⾏ 政 法 ⼈ や 国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ の 他 、 健 康 保 険 組 合 な ど の 社 会 保 険 関
係 団 体 、公 益 法 ⼈ 、医 療 法 ⼈ 、学 校 法 ⼈ 、社 会 福 祉 法 ⼈ 、医 療 ⽣ 協 、
⼀ 般 社 団 ・ 財 団 法 ⼈ 、 宗 教 法 ⼈ な ど 、 多 様 な 法 ⼈ 類 型 が 医 療 機 関 の
開 設 主 体 と な り 得 る 。  

学 校 法 ⼈ や 社 会 福 祉 法 ⼈ の 中 に は 、 財 団 法 ⼈ と し て 創 設 さ れ 、 戦
後 、 現 在 の 法 ⼈ 形 態 に 改 組 さ れ た 歴 史 を 持 つ 法 ⼈ も あ る 。  
 

開設者別医療機関数 令和元（2019）年10月1日現在

開設主体　（根拠法）　　　 病院 一般診療所

国等 322 537

公的医療機関 1,202 3,522

社会保険関係団体 51 450

公益法人 （公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律） 199 509

医療法人 （医療法） 5,720 43,593

学校法人 （私立学校法） 111 188

社会福祉法人 （社会福祉法） 197 10,015

医療生協 （消費生活協同組合法） 82 301

会社 （会社法） 31 1,676

その他の法人 （一般社団法人及び一般財団法人に関する法律　他） 211 752

個人 174 41,073

総数 8,300 102,616

・社会保険関係団体は、健康保険組合及びその連合会、共済組合及びその連合会、国民健康保険組合。

出典：令和元（2019）年医療施設（動態）調査

・国等には、厚生労働省、独立行政法人国立病院機構、国立大学法人、独立行政法人労働者健康安全機構、国立高度専
門医療研究センター、独立行政法人地域医療機能推進機構、その他が含まれる。
・公的医療機関には、都道府県、市町村、地方独立行政法人、日本赤十字社、済生会、北海道社会事業協会、厚生連が含
まれる。

 

 
２ 各種法人類型特有の法規制 

各 種 法 ⼈ 類 型 に は 各 々 根 拠 法 が あ り 、 法 ⼈ 制 度 の ⽬ 的 や 成 り ⽴ た
ち の 違 い か ら 、 医 療 機 関 と い う 業 態 へ の 規 制 ・ 監 督 と は 別 に 、 各 法
⼈ 制 度 特 有 の 法 規 制 が 存 在 す る 。  
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例 え ば 、 医 療 法 ⼈ は 、 都 道 府 県 知 事 の 許 可 を 得 た 場 合 を 除 き 医 師
ま た は ⻭ 科 医 師 を 理 事 ⻑ と す る こ と が 必 要 で あ り 、 医 療 機 関 の 管 理
者 を 理 事 に 加 え る こ と が 必 要 で あ る 。  

ま た 、 公 益 法 ⼈ 、 社 会 福 祉 法 ⼈ 、 医 療 法 ⼈ の う ち 社 会 医 療 法 ⼈ や
特 定 医 療 法 ⼈ は 、 親 族 等 特 殊 関 係 者 の 理 事 等 へ の 就 任 が 3 分 の 1 以
下 に 制 限 さ れ る 等 、 公 益 性 を 担 保 す る た め の 基 準 を 満 た す 必 要 が あ
る 。学 校 法 ⼈ は 、理 事 等 の う ち に 複 数 の 親 族 が 含 ま れ て は な ら な い 。  

こ の よ う な 各 法 ⼈ 制 度 に 特 有 の 法 規 制 の 中 で 、 本 報 告 書 は 、 新 型
コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 下 の 喫 緊 の 課 題 と し て 、 以 下 に 掲 げ る ⼀ 般 財
団 法 ⼈ の 最 低 純 資 産 制 度 に 焦 点 を 当 て 、そ の 対 応 に つ い て 検 討 し た 。 

 

３ 公益法人制度改革と一般財団法人の最低純資産制度 

平 成 ２ ０ 年 １ ２ ⽉ に 公 益 法 ⼈ 制 度 改 ⾰ 三 法 1が 施 ⾏ さ れ 、 法 定 の
要 件 を 満 た せ ば 主 務 官 庁 の 設 ⽴ 許 可 を 必 要 と し な い ⼀ 般 社 団 ・ 財 団
法 ⼈ と 、 そ の 中 か ら 公 益 認 定 を 受 け た 公 益 社 団 ・ 財 団 法 ⼈ が 制 度 化
さ れ た 。  

そ の 際 、 ⼀ 般 財 団 法 ⼈ に つ い て は 、 設 ⽴ に 際 し て 設 ⽴ 者 が 拠 出 す
る 財 産 は ３ ０ ０ 万 円 を 下 回 っ て は な ら な い と と も に 、 純 資 産 額 が 2
期 連 続 で ３ ０ ０ 万 円 を 下 回 っ た 場 合 に は 解 散 と な る 規 定 が 導 ⼊ さ れ
た （ 法 １ ５ ３ 条 ２ 項 、 ２ ０ ２ 条 ２ 項 、 最 低 純 資 産 制 度 と い う ）。 こ
の 規 定 は 公 益 財 団 法 ⼈ に も 適 ⽤ さ れ る 。  

こ の 規 定 の 趣 旨 に つ い て 当 時 の ⾏ 政 担 当 者 に よ る 解 説 で は 、「 ⼀
般 財 団 法 ⼈ は 、 ⼀ 定 の ⽬ 的 の た め に 提 供 さ れ た 財 産 に 法 ⼈ 格 を 付 与
す る 制 度 で あ る こ と か ら す る と 、 設 ⽴ 時 と 同 様 、 存 ⽴ 中 に お い て も

 
1 「 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ 及 び ⼀ 般 財 団 法 ⼈ に 関 す る 法 律 」、「 公 益 社 団 法 ⼈ 及 び 公 益 財 団
法 ⼈ の 認 定 等 に 関 す る 法 律 」、「 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ 及 び ⼀ 般 財 団 法 ⼈ に 関 す る 法 律 及 び
公 益 社 団 法 ⼈ 及 び 公 益 財 団 法 ⼈ の 認 定 等 に 関 す る 法 律 の 施 ⾏ に 伴 う 関 係 法 律 の 整
備 等 に 関 す る 法 律 」 の 三 法 を 指 す 。  
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⼀ 定 規 模 の 財 産 の 保 持 義 務 を 課 す こ と が 相 当 で あ る 2」 と 説 明 さ れ
て い る 。  

し か し 、 純 資 産 額 が ３ ０ ０ 万 円 未 満 で あ っ て も 、 借 ⼊ ⾦ を 計 画 的
に 返 済 し て お り 、 資 ⾦ シ ョ ー ト を 起 こ す 危 険 は 必 ず し も ⾼ く な い 場
合 や 、 含 み 益 が あ る 場 合 な ど も あ る 。  

な お 、 公 益 法 ⼈ 制 度 改 ⾰ 以 前 の 財 団 法 ⼈ （ 旧 ⺠ 法 ３ ４ 条 法 ⼈ ） に
は 、 こ の よ う な 規 定 は な か っ た 。 ま た 、 財 団 た る 医 療 法 ⼈ に は こ の
よ う な 規 定 は な い 。  

 
本 報 告 書 で は 、 医 療 機 関 を 開 設 す る ⼀ 般 財 団 法 ⼈ が 最 低 純 資 産 額

３ ０ ０ 万 円 を 下 回 り 、 寄 附 等 も ⾒ 込 め ず 、 解 散 の 危 険 に 直 ⾯ し た 場
合 に 、 現 ⾏ 法 下 で 採 り 得 る 対 応 策 を 検 討 し た 。  

そ し て 、 現 ⾏ 法 下 で 採 り 得 る ⼿ 段 と し て は 、 吸 収 合 併 に よ る 社 団
法 ⼈ 格 の 取 得 が 多 く の ケ ー ス で 最 有 ⼒ で あ る と い う 結 論 を 得 た 。  

し か し 、 そ の 実 ⾏ に は 税 コ ス ト が か か る な ど 限 界 も あ る 。  
本 来 は 、 ⼀ 般 財 団 法 ⼈ の 最 低 純 資 産 制 度 に つ い て 、 事 業 再 ⽣ の 可

能 性 が あ る に も か か わ ら ず ⾃ 動 的 に 解 散 に 追 い 込 む こ と に な ら な い
よ う 、 ⽴ 法 的 な 解 決 を 図 る こ と が 望 ま し い 。  
 

４ 一般社団・財団法人による医療機関の開設  
と こ ろ で 公 益 法 ⼈ 制 度 改 ⾰ 以 後 、 ⼀ 般 社 団 ・ 財 団 法 ⼈ が 医 療 機 関

を 開 設 す る 例 に お い て は 、 医 療 法 ⼈ よ り も 設 ⽴ が 容 易 で 規 制 が 少 な
い こ と を 理 由 に 、 ⼀ 般 社 団 ・ 財 団 法 ⼈ を 選 択 し た と 推 察 さ れ る 事 例
も あ る 。 そ の よ う な ⼀ 般 社 団 ・ 財 団 法 ⼈ に よ る 医 療 機 関 の 新 規 開 設
に つ い て は 、 ⾏ 政 に よ る ⾮ 営 利 性 の 確 認 の 徹 底 を は じ め 、 厳 格 な 対
応 が 必 要 で あ る 3。  

 
2 「 ⼀ 問 ⼀ 答  公 益 法 ⼈ 関 連 三 法 」 新 公 益 法 ⼈ 制 度 研 究 会 （ 2006 年 ） 149 ⾴  
3 「 医 療 法 ⼈ 以 外 の 法 ⼈ に よ る 医 療 機 関 の 開 設 者 の ⾮ 営 利 性 の 確 認 に つ い て 」 平
成 19 年 3 ⽉ 30 ⽇ 、 医 政 総 発 第 0330002 号 ) 
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そ れ に 対 し て 、 公 益 法 ⼈ 制 度 改 ⾰ 以 前 は 公 益 法 ⼈ で あ っ た ⼀ 般 財
団 法 ⼈ が 、 最 低 純 資 産 制 度 へ の 対 応 の た め に や む な く 社 団 法 ⼈ 格 を
取 得 し 、 当 該 法 ⼈ 格 で 医 療 機 関 の 開 設 ⼿ 続 き を 改 め て ⾏ う こ と に つ
い て は 、 従 来 と 同 様 の 実 態 が 継 続 す る も の で あ り 、 隙 間 な く 継 続 で
き る よ う ス ム ー ズ な 許 認 可 が ⾏ わ れ る べ き で あ る 。  
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第１ 問題の所在 

 財 団 法 ⼈ は 、 あ る 事 業 年 度 及 び そ の 翌 事 業 年 度 に 係 る 貸 借 対 照 表
上 の 純 資 産 額 が い ず れ も ３ ０ ０ 万 円 未 満 と な っ た 場 合 、 当 該 翌 事 業
年 度 に 関 す る 定 時 評 議 員 会 の 終 結 の 時 に 解 散 す る（ 法 ２ ０ ２ 条 ２ 項 ）。
つ ま り 、財 団 法 ⼈ は 、２ 期 連 続 で 純 資 産 額 が ３ ０ ０ 万 円 を 下 回 る と 、
⾃ 動 的 に 解 散 と な る 。  
 病 院 等 を 開 設 す る ⼀ 般 財 団 法 ⼈ 及 び 公 益 財 団 法 ⼈ は 全 国 に ２ ０ ０
程 度 存 在 す る と い わ れ て い る 4。そ の う ち 、新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染
症（ COVID-19）の 影 響 を 受 け て 経 営 不 振 に 陥 り 、昨 年 度（ ２ ０ ２ ０
年 度 ） の 純 資 産 額 が ３ ０ ０ 万 円 未 満 と な っ た 財 団 法 ⼈ は ⼀ 定 数 存 在
す る と 考 え ら れ る 。 そ し て 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 が 収 束 の 兆
し を み せ な い 現 状 か ら す る と 、今 年 度（ ２ ０ ２ １ 年 度 ）も 純 資 産 額 が
３ ０ ０ 万 円 を 下 回 る 財 団 法 ⼈ が 現 れ る こ と が 懸 念 さ れ る 。  

昨 年 度 と 今 年 度 の 純 資 産 額 が ３ ０ ０ 万 円 を 下 回 る 財 団 法 ⼈ は 、 上
記 規 定 に よ り 、 今 年 度 に 関 す る 定 時 評 議 員 会 の 終 結 の 時 に 、 ⾃ 動 的
に 解 散 と な っ て し ま う 。な お 、定 時 評 議 員 会 の 開 催 時 期 は 、事 業 年 度
の 始 期 ・ 終 期 や 開 催 時 期 に 関 す る 定 款 の 定 め 等 に も よ る が 、 多 く の
財 団 法 ⼈ で は 、２ ０ ２ ２ 年（ 来 年 ）４ ⽉ 〜 ６ ⽉ 頃 、早 け れ ば 同 年 １ ⽉
〜 ３ ⽉ 頃 で あ る と 考 え ら れ る 。  

解 散 し た 財 団 法 ⼈ は 清 算 ⼿ 続 を ⾏ わ な け れ ば な ら ず 、 病 院 等 事 業
を 継 続 す る こ と が で き な い た め 、 財 団 法 ⼈ が 開 設 す る 病 院 等 は 廃 業
に 追 い 込 ま れ る 。  
 今 か ら １ 年 以 内 に ⽣ じ 得 る 上 記 の よ う な 事 態 を 避 け る た め 、 何 ら
か の 対 策 を と る こ と が 急 務 で あ る 。   

 
4 四 病 院 団 体 協 議 会 の 厚 ⽣ 労 働 ⼤ ⾂ 宛 て 「 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策 に か か
る 緊 急 税 制 改 正 要 望 」（ 2020 年 8 ⽉ 19 ⽇ 付 け ） 6 ⾴  
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第２ 現行法下で考えられる解決手段 

 １ 総論 

   新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 世 界 的 流 ⾏ と い う 未 曾 有 の 事 態 の
中 、 地 域 医 療 を 担 う 財 団 法 ⼈ を 存 続 さ せ る べ く 、 ２ 期 連 続 で 財 団
法 ⼈ の 純 資 産 額 が ３ ０ ０ 万 円 を 下 回 っ て も ⾃ 動 解 散 と な ら な い よ
う ５ 年 程 度 の 猶 予 を 設 け る な ど の ⽴ 法 的 な 解 決 を 図 る こ と が 本 来
望 ま し い 。 し か し 、 残 念 な が ら 、 本 報 告 書 執 筆 時 点 に お い て そ の
よ う な ⾒ 込 み は ⽴ っ て お ら ず 、 現 ⾏ 法 下 に お い て 何 ら か の 解 決 を
図 る し か な い 。  

以 下 で は 、現 ⾏ 法 下 で 考 え ら れ る 解 決 ⼿ 段 を い く つ か 挙 げ 、そ の
中 で 現 実 的 な 解 決 策 と な る も の を ⽐ 較 検 討 す る 。  

 
２ 社団法人格の取得 

Ⅰ．事業譲渡 

 新 た に 社 団 法 ⼈ A を 設 ⽴ し 、 既 存 の 財 団 法 ⼈ B が 当 該 社 団 法 ⼈
A に 対 し て 病 院 等 事 業 を 譲 渡 す る 。 財 団 法 ⼈ B は そ の 後 解 散 し 、
社 団 法 ⼈ A が 病 院 等 事 業 を 承 継 す る 。  
 
                  

                                    

             ② 事 業 譲 渡           ① 設 ⽴  

 

 

 
 
 
  Ⅱ．新設合併 

 新 た に 社 団 法 ⼈ A を 設 ⽴ し 、 当 該 社 団 法 ⼈ A と 既 存 の 財 団 法 ⼈
B を 合 併 さ せ て 新 た な 社 団 法 ⼈ C を 設 ⽴ す る 。 社 団 法 ⼈ A と 財 団

財 団 法 ⼈ B 社 団 法 ⼈ A 

病 院 等 事 業  
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法 ⼈ B は 消 滅 し 、 社 団 法 ⼈ C が 病 院 等 事 業 を 承 継 す る 。  
 

 

                     

        ① 設 ⽴  

② 新 設 合 併  

           

     

 

 

 

 

  Ⅲ．吸収合併 

 新 た に 社 団 法 ⼈ A を 設 ⽴ し 、 当 該 社 団 法 ⼈ A に 既 存 の 財 団 法 ⼈
B を 吸 収 さ せ る 形 で 合 併 す る 。 財 団 法 ⼈ B は 消 滅 し 、 社 団 法 ⼈ A
が 病 院 等 事 業 を 承 継 す る 。  

 

 

   ① 設 ⽴  

          ② 吸 収 合 併  

     

 

 

 

 

  

３ 医療法人格の取得（事業譲渡） 

 新 た に 医 療 法 ⼈ A（ 社 団 ま た は 財 団 ）を 設 ⽴ す る 。そ の 際 、既 存
の 財 団 法 ⼈ B の 資 産 を 現 物 拠 出 し 、 負 債 を 引 き 継 ぐ 。 既 存 の 財 団

社 団 法 ⼈ A 

財 団 法 ⼈ B 

社 団 法 ⼈ C 

病 院 等 事 業  

病 院 等 事 業  

社 団 法 ⼈ A 

財 団 法 ⼈ B 

病 院 等 事 業  

社 団 法 ⼈ A 

病 院 等 事 業  
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法 ⼈ B が 当 該 医 療 法 ⼈ A に 対 し て 病 院 等 事 業 を 譲 渡 す る 。 財 団 法
⼈ B は そ の 後 解 散 し 、 医 療 法 ⼈ A が 病 院 等 事 業 を 承 継 す る 。  
 

              ① ′ 現 物 拠 出  

 

           ② 事 業 譲 渡           ① 設 ⽴  

 

 

 

 

４ 土地等の売却益の計上（含み益の顕在化） 

 法 ⼈ が 所 有 す る ⼟ 地 等 に 含 み 益 が あ る 場 合 に 、 当 該 ⼟ 地 等 を 売
却 し 、 売 却 益 を 計 上 す る こ と に よ り 純 資 産 額 の 増 額 を 図 る 。  

事 業 に 必 要 な ⼟ 地 等 に つ い て は 、外 部 の 事 業 者（ 不 動 産 賃 貸 業 者
等 ）ま た は 親 族 企 業 等（ 新 規 設 ⽴ を 含 む ）に ⼟ 地・建 物 等 を 売 却 し 、
そ の 直 後 に 借 り 受 け る「 セ ー ル・ア ン ド・リ ー ス バ ッ ク 」と い う ⼿
法 に よ る 。  

 

５ その他 

 本 報 告 書 は 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 あ る い は 今 後 起 こ り 得
る 有 事 の 影 響 に よ り 、⼀ 時 的 か つ 急 激 な 経 営 不 振 に 陥 っ た も の の 、
有 事 が 過 ぎ た 後 は 健 全 な 経 営 に 回 復 し 得 る 財 団 法 ⼈ ⽴ 病 院 等 を 想
定 し て い る 。⼀ ⽅ 、有 事 が 過 ぎ た 後 に お い て も 回 復 が 困 難 で あ る と
経 営 者 が 判 断 す る 場 合 な ど は 、「 地 域 の 他 の 医 療 機 関 と の 再 編 」を
模 索 せ ざ る を 得 な い こ と も 想 定 さ れ る 。  

 

６ 検討 

 以 上 の ⽅ 法 の う ち 、 時 間 的 余 裕 の な い 今 回 の 問 題 に 対 す る 解 決
⼿ 段 と し て 、よ り 多 く の ケ ー ス で 最 適 な の は 、『 ２  社 団 法 ⼈ 格 の

病 院 等 事 業  

財 団 法 ⼈ B 医 療 法 ⼈ A 
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取 得 、 Ⅲ ． 吸 収 合 併 』 で あ る と 考 え ら れ る 。  
以 下 、 そ の 理 由 を 説 明 す る 。  

⑴ 医療法人格の取得（事業譲渡）について 

医 療 法 ⼈ 格 の 取 得 （ 事 業 譲 渡 ） に つ い て は 、 選 択 肢 と し て は
排 除 さ れ な い も の の 、 認 可 取 得 上 の 困 難 及 び 課 税 上 の デ メ リ ッ
ト が あ り 、 有 効 な ケ ー ス は 限 定 さ れ る 。  

医 療 法 ⼈ の 設 ⽴ 認 可 に お い て は 、 設 ⽴ 後 の 医 療 法 ⼈ が ⻑ 期 安
定 的 に 経 営 で き る か が 審 査 さ れ る 。 ２ 期 連 続 で 純 資 産 額 が 300
万 円 を 下 回 る こ と が 懸 念 さ れ る 状 況 の 病 院 等 事 業 を 譲 り 受 け る
こ と を 前 提 と す る 医 療 法 ⼈ 設 ⽴ 認 可 の 申 請 に 対 し て は 、 極 め て
厳 し い 審 査 が 予 想 さ れ る 。  

認 可 を 取 得 で き た と し て も 、 各 都 道 府 県 の 設 ⽴ 認 可 ス ケ ジ ュ
ー ル に 従 う 必 要 が あ り 、 多 ⼤ な 時 間 を 要 す る （ 例 え ば 、 東 京 都
の 場 合 、2020 年 度 の 認 可 申 請 受 付 は 年 2 回 、受 付 か ら 認 可 ま で
約 6 か ⽉ を 要 す る 。）。  

ま た 、 課 税 上 、 以 下 の デ メ リ ッ ト が あ る 。  
① 資 産 の 譲 渡 に か か る 消 費 税 課 税  

事 業 譲 渡 に 伴 い 財 団 法 ⼈ の 各 資 産 を 医 療 法 ⼈ に 譲 渡 す
る こ と と な る が 、 ⼟ 地 等 以 外 の 資 産 の 譲 渡 に は 10％ の 消
費 税 が 課 さ れ る（ 免 税 事 業 者 を 除 く 。）。こ こ で ⾔ う「 資 産
の 譲 渡 」 に は 現 物 拠 出 も 含 ま れ る 。  

② 福 祉 病 院 事 業 法 ⼈ の 法 ⼈ 税 ⾮ 課 税 措 置 の 不 適 ⽤  
福 祉 病 院 事 業 法 ⼈（ 無 料 低 額 診 療 事 業 を ⾏ う 法 ⼈ ）の 法

⼈ 税 ⾮ 課 税 措 置 は 、⼀ 般 社 団・財 団 法 ⼈（ 税 務 上 の ⾮ 営 利
型 法 ⼈ に 限 る 。）に は 適 ⽤ さ れ る が 、医 療 法 ⼈ に は 適 ⽤ さ
れ な い （ 法 ⼈ 税 法 施 ⾏ 令 第 ５ 条 第 １ 項 第 ２ ９ 号 ヨ ）。  

従 っ て 、 既 存 の 財 団 法 ⼈ が 当 該 ⾮ 課 税 措 置 の 適 ⽤ を 受
け て い る 場 合 、 医 療 法 ⼈ へ 移 ⾏ す る と 新 た に 法 ⼈ 税 負 担
が 発 ⽣ す る 。  
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⑵ 土地等の売却益の計上（含み益の顕在化）について 

事 業 に 直 接 使 ⽤ し て い な い ⼟ 地 等 を 売 却 し 、 含 み 益 を 顕 在 化
さ せ る こ と に よ り 問 題 が 解 決 で き る 場 合 に は 、 法 ⼈ 類 型 を 変 更
す る よ り も 簡 便 で あ る 。  

セ ー ル ・ ア ン ド ・ リ ー ス バ ッ ク に つ い て は 、 外 部 の 事 業 者 と
の 間 で ⾏ う 場 合 に は 、当 該 事 業 者 か ら ⼀ 定 の 利 益 を 要 求 さ れ る 。
合 意 で き る 売 却 先 が ⾒ つ か ら な い 可 能 性 や 、 ⾒ つ か る ま で に 時
間 を 要 す る 可 能 性 が あ る 。  

親 族 企 業 等 と の 間 で セ ー ル ・ ア ン ド ・ リ ー ス バ ッ ク を ⾏ う 場
合 に は 、 借 ⼊ ⾦ を 当 該 企 業 等 に 移 す 必 要 が あ る 。 ⾦ 融 機 関 が 借
⼊ ⾦ の 移 管 、 即 ち 当 該 親 族 企 業 等 へ の 融 資 に 応 じ な け れ ば 実 ⾏
で き な い 。  

い ず れ の 場 合 も 、 諸 条 件 が 整 い 、 外 部 の 事 業 者 ⼜ は ⾦ 融 機 関
と の 交 渉 が 成 ⽴ し て 初 め て 可 能 と な る 点 で 、 有 効 な ケ ー ス は 限
定 さ れ る 。  

ま た 、 将 来 、 再 び 最 低 純 資 産 額 ３ ０ ０ 万 円 を 下 回 る リ ス ク が
残 る 。  

な お 、 課 税 上 、 以 下 の 点 に 留 意 が 必 要 で あ る 。  
① 売 却 益 に 対 す る 法 ⼈ 税  

法 ⼈ 税 ⾮ 課 税 の 財 団 法 ⼈ で あ る 場 合 を 除 き 、 ⼟ 地 等 の
売 却 益 が 法 ⼈ 税 の 課 税 対 象 と な る 。た だ し 、本 業 の ⾚ 字 と
通 算 す る 結 果 、実 際 に 課 税 が ⽣ ず る か は ケ ー ス・バ イ・ケ
ー ス で あ る 。  

② 建 物 の 売 却 と そ の 後 の 賃 貸 に 対 す る 消 費 税  
⼟ 地 の 売 却 に は 消 費 税 は 課 さ れ な い が 、建 物（ 附 属 設 備

を 含 む ）の 売 却 は 消 費 税 の 課 税 対 象 と な る 。そ の 後 の 賃 貸
に つ い て も 建 物 の 賃 貸 は 消 費 税 の 課 税 対 象 と な る 。  

た だ し 、 建 物 を 売 却 し た 財 団 法 ⼈ 側 の 課 税 売 上 と な る
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⼀ ⽅ 、購 ⼊ し た 企 業 側 で 課 税 仕 ⼊ と な る 等 、ト ー タ ル で デ
メ リ ッ ト に は な ら な い ケ ー ス も あ る 。  

 
⑶ 『Ⅰ．事業譲渡』と『Ⅱ．新設合併・Ⅲ．吸収合併』との比較 

 『 Ⅰ ．事 業 譲 渡 』は 、譲 渡 元（ 財 団 法 ⼈ ）と 譲 渡 先（ 社 団 法 ⼈ ）
と の 間 で 、譲 渡 元（ 財 団 法 ⼈ ）の 病 院 等 事 業 を 譲 渡 先（ 社 団 法 ⼈ ）
へ と 譲 渡 す る 取 引 ⾏ 為 で あ る 。し た が っ て 、通 常 の 取 引 ⾏ 為 と 同
様 、事 業 に 属 す る 財 産・権 利 義 務・契 約 上 の 地 位（ 以 下「 譲 渡 対
象 財 産 等 」 と い う 。） に つ い て は 、 個 々 の 譲 渡 対 象 財 産 等 ご と に
移 転 の ⼿ 続 が 必 要 と な る（ 例 え ば 、譲 渡 元 か ら 譲 渡 先 に 対 し 、債
務 を 移 転 さ せ る に は 債 権 者 の 同 意 が 、 契 約 上 の 地 位 を 移 転 さ せ
る に は 契 約 相 ⼿ ⽅ の 同 意 が 必 要 と な る 。）。 労 働 契 約 を 譲 渡 先 に
移 転 さ せ る 場 合 （ 財 団 法 ⼈ の 労 働 者 を 社 団 法 ⼈ の 労 働 者 と す る
場 合 ）も 、労 働 契 約 の 相 ⼿ ⽅ で あ る 各 労 働 者 の 同 意 が 必 要 と な る 。 
 こ れ に 対 し て 、『 Ⅱ ． 新 設 合 併 ・ Ⅲ ． 吸 収 合 併 』 は 、 法 ⼈ 同 ⼠
の 組 織 再 編 ⾏ 為 で あ り 、消 滅 す る 法 ⼈ の 財 産・権 利 義 務・契 約 上
の 地 位 等 を 包 括 承 継 す る た め 、個 々 の 財 産・権 利 義 務・契 約 上 の
地 位 等 に つ い て の 移 転 ⼿ 続 は 不 要 で あ る （ 労 働 契 約 を 承 継 さ せ
る 場 合 も 、 各 労 働 者 の 同 意 は 不 要 で あ る 。）。 し た が っ て 、『 Ⅰ ．
事 業 譲 渡 』 に ⽐ べ 、 時 間 と ⼿ 間 が 少 な く 済 む 。  
 税 コ ス ト の ⾯ か ら も 、事 業 譲 渡 に ⽐ べ 、合 併 を 選 択 す る こ と に
メ リ ッ ト が あ る （ 新 設 合 併 も 吸 収 合 併 も 同 様 ）。  

事 業 譲 渡 を 選 択 し た 場 合 に は 、 ⼟ 地 等 を 除 く 資 産 の 譲 渡 に は
消 費 税 が 課 さ れ る （ 免 税 事 業 者 で あ る 場 合 を 除 く ）。 譲 渡 を 受 け
た 側 の ⼀ 般 社 団 法 ⼈ に お い て は 課 税 仕 ⼊ と な る が 、 そ の 税 額 の
⼤ 半 は 保 険 医 療 機 関 で あ る が ゆ え に 仕 ⼊ 税 額 控 除 の 対 象 に な ら
な い 。こ れ に 対 し て 、合 併 に 伴 う 資 産 の 移 転 に は 消 費 税 が 課 さ れ
な い 。  

ま た 、合 併 に よ る 不 動 産 の 所 有 権 移 転 に つ い て は 登 録 免 許 税 が
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軽 減 さ れ 、 不 動 産 取 得 税 が ⾮ 課 税 と な る 。  
 

 新設合併 
吸収合併 

事業譲渡 
 

消 費 税  課 税 さ れ な い  ⼟ 地 等 以 外  
資 産 の 譲 渡 価 格 ×10％  

登 録 免 許 税  
（ 所 有 権 移 転 登 記 ）  

 

 
固 定 資 産 税 評 価 額  

×0.４ ％  
 

⼟ 地  
固 定 資 産 税 評 価 額 ×1.5％  

家 屋  
固 定 資 産 税 評 価 額 ×2％  

不 動 産 取 得 税  課 税 さ れ な い  ⼟ 地  
固 定 資 産 税 評 価 額  

×1.5％ 〜 3％  
家 屋  

固 定 資 産 税 評 価 額 ×4％  

※ 税 率 は 2021 年 ６ ⽉ 1 ⽇ 現 在  

  
⑷ 『Ⅱ．新設合併』と『Ⅲ．吸収合併』の比較 

 既 に 述 べ た と お り 、『 Ⅲ ． 吸 収 合 併 』 は 、 新 し く 設 ⽴ し た 社 団
法 ⼈ A が 、 既 存 の 財 団 法 ⼈ B を 吸 収 し て 病 院 等 事 業 を 引 き 継 ぐ
の に 対 し 、『 Ⅱ ．新 設 合 併 』は 、既 存 の 財 団 法 ⼈ B の み な ら ず 新
し く 設 ⽴ し た 社 団 法 ⼈ A も 消 滅 さ せ 、 新 た に 社 団 法 ⼈ C を 設 ⽴
さ せ る も の で あ る 。  

『 Ⅱ ．新 設 合 併 』で は 、社 団 法 ⼈ A の 設 ⽴ の み な ら ず 、新 た に
社 団 法 ⼈ C を 設 ⽴ す る 必 要 が あ る 。 そ の た め 、 社 団 法 ⼈ C に 関
す る 定 款 の 作 成 、設 ⽴ 時 代 表 理 事 の 選 任 等 を も ⾏ う 必 要 が あ り 、
ま た 、こ れ に 伴 い 、合 併 の 登 記 申 請 に 際 し て の 添 付 書 類 が『 Ⅲ ．
吸 収 合 併 』よ り 多 く な る な ど 、『 Ⅲ ． 吸 収 合 併 』に ⽐ べ 、時 間 と
⼿ 間 が か か る と 思 わ れ る 。  
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以 上 か ら 、『 Ⅲ ．吸 収 合 併 』の ⽅ が 、『 Ⅱ ．新 設 合 併 』よ り も 、
時 間 と ⼿ 間 の 少 な い ⽅ 法 で あ る と 考 え ら れ る 。  

 
⑸ 小括 

そ こ で 、 次 ⾴ 以 下 に お い て は 、『 ２ Ⅲ ．吸 収 合 併 』に よ る 社 団
法 ⼈ 格 の 取 得 を 実 現 す る ⼿ 順 に つ い て 、 詳 し く 述 べ る こ と と す
る 。  
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『Ⅲ．吸収合併』の主な流れとスケジュール 
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第３ 関係者との事前打ち合わせ・連絡等の準備 

合 併 ⼿ 続 を 円 滑 に 進 め る た め に は 周 到 な 準 備 が 必 要 で あ る 。  
 例 え ば 、新 設 さ れ た 社 団 法 ⼈ が 、既 存 の 財 団 法 ⼈ の 不 動 産 、動 産 、
雇 ⽤ 関 係 、債 務 等 の ⼀ 切 を 包 括 的 に 承 継 し 、病 院 等 事 業 を 引 き 継 ぐ
こ と を 以 下 の 各 関 係 者 に 対 し て 説 明 し て お く こ と が 望 ま し い 。 そ
の ⽬ 的 は 以 下 の と お り で あ る 。  
①  ⾏ 政 機 関  

 社 団 法 ⼈ が 、財 団 法 ⼈ の 病 院 等 事 業 を 引 き 継 ぐ こ と を 説 明 し 、
後 述 す る 病 院 ⼜ は 診 療 所 の 開 設 許 可 及 び 保 険 医 療 機 関 指 定 等
（ 本 報 告 書 34 ⾴ ） を 確 実 か つ 円 滑 に 取 得 す る 。  

②  債 権 者 （ ⾦ 融 機 関 等 ）  
 吸 収 合 併 に よ っ て 責 任 財 産 に 実 質 的 な 変 動 が ⽣ じ る こ と は な
い こ と を 説 明 し 、後 述 す る 債 権 者 異 議 ⼿ 続（ 本 報 告 書 22 ⾴ ）に
お い て 債 権 者 か ら 異 議 が 出 る 等 の 無 ⽤ の 紛 糾 を 避 け る 。  

③  従 業 員  
 雇 ⽤ 関 係 は 何 ら 変 更 な く 引 き 継 が れ る こ と を 説 明 し 、無 ⽤ の 紛
糾 を 避 け る 。  

 こ の 事 前 準 備 に 必 要 な 期 間 の ⽬ 安 は 、３ 〜 ４ か ⽉ 程 度 で あ る（ 状
況 に よ り ⼤ き く 異 な る 場 合 が あ る 。）。ま た 、後 述 す る ⼀ 般 社 団 法 ⼈
の 設 ⽴ ⼿ 続 は こ の 事 前 準 備 と 並 ⾏ し て ⾏ う 必 要 が あ る 。  
 な お 、後 述 す る 吸 収 合 併 ⼿ 続 の 遂 ⾏ に 際 し て も 、必 要 に 応 じ て 関
係 者 と の 連 絡 ・ 協 議 等 を ⾏ う べ き こ と は ⾔ う ま で も な い 。  
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第４ 一般社団法人設立の主な手続 

  以 下 、 新 た に 設 ⽴ す る 社 団 法 ⼈ （ 以 下 「 存 続 法 ⼈ 」 と も い う 。）
と 既 存 の 財 団 法 ⼈（ 以 下「 消 滅 法 ⼈ 」と も い う 。）の 間 で 、定 款 の
内 容 、 社 員 ⼜ は 評 議 員 及 び 役 員 の 構 成 は 変 更 し な い こ と を 前 提 と
す る 。  
 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ 設 ⽴ の ⼿ 続 に 必 要 な 期 間 の ⽬ 安 は 、 概 ね １ か ⽉ 程
度 で あ る （ 状 況 に よ り ⼤ き く 異 な る 場 合 が あ る 。）。  

 
 １ 定款作成（法１０条） 

 定 款 を 作 成 し 、既 存 の 財 団 法 ⼈ の 評 議 員 全 員 が 、設 ⽴ す る 社 団 法
⼈ の 社 員 と な ろ う と す る 者（「 設 ⽴ 時 社 員 」）と し て 、定 款 に 署 名 ⼜
は 記 名 押 印 す る 。  

定 款 の 記 載 事 項 は 、 既 存 の 財 団 法 ⼈ の 定 款 と 同 旨 の 内 容 と す る
の が 簡 便 で あ る と 考 え ら れ る 。た だ し 、「 評 議 員 」と あ る の を「 社
員 」と す る な ど 、社 団 法 ⼈ の 定 款 と し て の 体 裁 を 整 え る 必 要 が あ る 。 

な お 、既 存 の 財 団 法 ⼈ が 法 ⼈ 税 法 上 の「 ⾮ 営 利 型 法 ⼈ 」で あ る 場
合 、新 た に 設 ⽴ し 存 続 法 ⼈ と な る 社 団 法 ⼈ も「 ⾮ 営 利 型 法 ⼈ 」と な
る た め に は 、本 報 告 書 32 ⾴ 掲 載 の 表 中 １ 及 び ２ 記 載 の 事 項 を 当 該
社 団 法 ⼈ の 定 款 に 記 載 す る 必 要 が あ る 。  

 
 ２ 定款認証（法１３条） 

 作 成 し た 定 款 に つ い て 、 公 証 ⼈ の 認 証 を 受 け る 。  
定 款 を 認 証 す る 公 証 ⼈ は 、 社 団 法 ⼈ の 主 た る 事 務 所 を 管 轄 す る

法 務 局 ⼜ は 地 ⽅ 法 務 局 の 所 属 公 証 ⼈ に 限 定 さ れ る （ 公 証 ⼈ 法 ６ ２
条 の ２ ）。よ っ て 、主 た る 事 務 所 が 所 在 す る 都 道 府 県 内 の 公 証 役 場
の 公 証 ⼈ に 認 証 を 受 け る 必 要 が あ る 。  

 
３ 設立時役員選任（法１５条、１７条） 

 定 款 で 社 団 法 ⼈ の 設 ⽴ に 際 し て 理 事 と な る 者（「 設 ⽴ 時 理 事 」）を
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定 め な か っ た 場 合 は 、定 款 認 証 の 後 、遅 滞 な く 設 ⽴ 時 理 事 を 選 任 し
な け れ ば な ら な い 。選 任 は 、設 ⽴ 時 社 員 の 過 半 数 を も っ て 決 定 す る 。
監 事 や 会 計 監 査 ⼈ を 設 置 す る 場 合 も 同 様 で あ る 。  
 し た が っ て 、 あ ら か じ め 定 款 で 設 ⽴ 時 役 員 を 定 め て お く の が 簡
便 で あ る と 考 え ら れ る 。  

な お 、既 存 の 財 団 法 ⼈ が 法 ⼈ 税 法 上 の「 ⾮ 営 利 型 法 ⼈ 」で あ る 場
合 、新 た に 設 ⽴ し 存 続 法 ⼈ と な る 社 団 法 ⼈ も「 ⾮ 営 利 型 法 ⼈ 」と な
る た め に は 、本 報 告 書 32 ⾴ 掲 載 の 表 中 ４ 記 載 の 事 項 に 留 意 す る 必
要 が あ る 。  
 

４ 設立登記（法２２条、３０１条１項） 

 新 た に 設 ⽴ す る 社 団 法 ⼈ の 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 を 管 轄 す る 登
記 所 に お い て 設 ⽴ の 登 記 を す る 。登 記 は 、設 ⽴ 時 理 事 等 の 調 査（ 法
２ ０ 条 ） が 終 了 し た ⽇ ⼜ は 設 ⽴ 時 社 員 が 定 め た ⽇ の い ず れ か 遅 い
⽇ か ら ２ 週 間 以 内 に し な け れ ば な ら な い 。  
 社 団 法 ⼈ は 、設 ⽴ の 登 記 に よ り 成 ⽴ す る 。設 ⽴ 時 社 員 は 、設 ⽴ の
登 記 に よ り 社 団 法 ⼈ が 成 ⽴ す る と 、何 ら の ⼿ 続 も 要 せ ず 当 然 に 、成
⽴ し た 社 団 法 ⼈ の 社 員 と な る 。設 ⽴ 時 理 事 、設 ⽴ 時 監 事 、設 ⽴ 時 会
計 監 査 ⼈ も 同 様 に 、成 ⽴ し た 社 団 法 ⼈ の 理 事 、監 事 、会 計 監 査 ⼈ と
な る 。  

 

５ 留意点（競業避止義務 法１９７条・８４条１項１号） 

  ⑴ 役員の兼任  
 財 団 法 ⼈ の 理 事 は 、 当 該 法 ⼈ の ノ ウ ハ ウ や 顧 客 情 報 等 の 法 ⼈
の 重 要 な 情 報 を 把 握 し て い る こ と か ら 、 当 該 情 報 を 利 ⽤ し て 法
⼈ の 利 益 を 害 す る 取 引 を す る こ と を 防 ⽌ す る た め に 競 業 避 ⽌ 義
務 を 負 う （ 法 １ ９ ７ 条 ・ ８ ４ 条 １ 項 １ 号 ）。  
 も っ と も 、財 団 法 ⼈ の 理 事 が 、当 該 法 ⼈ と 同 種 の 事 業 を ⽬ 的 と
す る 社 団 法 ⼈ の 役 員 に 就 任 す る こ と ⾃ 体 は 、 取 引 ⾏ 為 に は あ た
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ら ず 、当 該 法 ⼈ の 利 益 を 害 す る も の で も な い た め 、競 業 避 ⽌ 義 務
に 抵 触 す る も の で は な い 。  
 

  ⑵ 病院等事業の開始  
 競 業 避 ⽌ 義 務 が 規 制 す る の は 、当 該 法 ⼈ の「 事 業 の 部 類 に 属 す
る 取 引 」で あ る 。「 事 業 の 部 類 に 属 す る 取 引 」と は 、具 体 的 に は 、
当 該 法 ⼈ が 事 業 の ⽬ 的 と し て ⾏ う 取 引 と 市 場 に お い て 競 合 し 、
法 ⼈ と 理 事 と の 間 に 利 益 の 衝 突 を 来 す 取 引 で あ る 。  

財 団 法 ⼈ の 代 表 理 事 が 、 新 た に 設 ⽴ し た 社 団 法 ⼈ の 代 表 理 事
に 就 任 し 、 当 該 社 団 法 ⼈ に お い て 財 団 法 ⼈ の 病 院 等 事 業 を 近 い
将 来 承 継 し て 開 始 す る 場 合 、 病 院 等 事 業 に 関 す る 市 場 は 地 理 的
に 競 合 す る た め 、財 団 法 ⼈ と 、社 団 法 ⼈ の 代 表 理 事 に 就 任 し た 財
団 法 ⼈ の 代 表 理 事 と の 間 の 利 益 が 衝 突 を 来 す 疑 い が あ る 。  

そ こ で 、財 団 法 ⼈ の 代 表 理 事 は 、競 業 避 ⽌ 義 務 違 反 に 問 わ れ ぬ
よ う 、財 団 法 ⼈ が 理 事 会 設 置 法 ⼈ の 場 合 は 、財 団 法 ⼈ の 理 事 会 に
お い て 、代 表 理 事 と し て 就 任 す る 社 団 法 ⼈ の 病 院 等 事 業 に つ き 、
重 要 な 事 実 を 開 ⽰ し 、理 事 会 の 承 認 を 受 け る 必 要 が あ る（ 法 １ ９
７ 条 ・ ８ ４ 条 １ 項 柱 書 ）。  

な お 、 病 院 等 事 業 に 関 す る 個 々 の 取 引 の 度 に 承 認 を 得 よ う と
す る と 、承 認 ⼿ 続 が 膨 ⼤ か つ 頻 回 と な る た め 、財 団 法 ⼈ の 代 表 理
事 が 社 団 法 ⼈ の 代 表 理 事 に 就 任 す る 際 、 包 括 的 に 承 認 を 受 け る
⽅ 法 が 簡 便 と 考 え ら れ る 。 包 括 的 な 承 認 を 受 け る 際 の 重 要 な 事
実 と は 、設 ⽴ す る 社 団 法 ⼈ の 規 模 、事 業 の 種 類 、サ ー ビ ス の 内 容 、
取 引 の 規 模 及 び 範 囲 等 で あ る 。  
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第５ 吸収合併の主な手続 

 吸 収 合 併 の 主 な ⼿ 続 に は 、「 １  存 続 法 ⼈ に お け る ⼿ 続 」「 ２  
消 滅 法 ⼈ に お け る ⼿ 続 」 が あ る 。  

「 １  存 続 法 ⼈ に お け る ⼿ 続 」 及 び 「 ２  消 滅 法 ⼈ に お け る ⼿
続 」 は 並 ⾏ し て ⾏ い 、 吸 収 合 併 の 効 ⼒ 発 ⽣ ま で に 要 す る 期 間 の ⽬
安 は 、 ２ か ⽉ 程 度 で あ る （状 況 に よ り ⼤ き く 異 な る 場 合 が あ る 。）。  

今 回 の 問 題 に 対 応 す る に は 、 2 期 連 続 で 純 資 産 額 が ３ ０ ０ 万 円
を 下 回 る 前 に 、 合 併 の 効 ⼒ が 発 ⽣ す る よ う に し な け れ ば な ら な
い 。 前 出 の ⼀ 般 社 団 法 ⼈ の 設 ⽴ ⼿ 続 と 合 わ せ る と 、 純 資 産 不 ⾜ ２
期 ⽬ の 期 末 か ら 遡 っ て 、 ５ 〜 ６ か ⽉ 前 に は 、 ⼿ 続 に 着 ⼿ す る 必 要
が あ る （ 本 報 告 書 14 ⾴ ）。  
  

１ 存続法人における手続 

  ⑴ 吸収合併に関する理事会の決議（ 法 ９ ０ 条 ４ 項 ４ 号 ） 

 吸 収 合 併 は 、 合 併 当 事 者 の 社 員 や 債 権 者 に ⼤ き な 影 響 を 及 ぼ
す 重 要 な 組 織 変 更 で あ る 。そ の た め 、吸 収 合 併 契 約 の 締 結 は 、理
事 会 設 置 法 ⼈ に お い て は 、理 事 会 の 専 決 事 項 で あ り 、そ の 意 思 決
定 を 各 理 事 に 委 任 す る こ と は 許 さ れ な い 。 理 事 会 ⾮ 設 置 法 ⼈ で
は 、 原 則 と し て 理 事 の 過 半 数 の 同 意 に よ る が （ 法 ７ ６ 条 ２ 項 ）、
定 款 の 定 め に よ り 特 定 の 理 事 に 吸 収 合 併 契 約 締 結 の 意 思 決 定 を
委 ね る こ と も で き る （ 法 ７ ６ 条 ３ 項 参 照 ）。  
 ま た 、吸 収 合 併 契 約 は 、消 滅 法 ⼈ の 利 益 と 存 続 法 ⼈ の 利 益 と が
相 反 す る 取 引 で あ る 。そ の た め 、消 滅 法 ⼈ の 代 表 理 事 で も あ る 存
続 法 ⼈ の 代 表 理 事 は 、存 続 法 ⼈ の 理 事 会 に お い て 、利 益 相 反 取 引
た る 吸 収 合 併 契 約 に つ き 、重 要 な 事 実 を 開 ⽰ し 、そ の 承 認 を 受 け
な け れ ば な ら な い （ 法 ８ ４ 条 １ 項 ２ 号 、 ９ ２ 条 １ 項 ）。 重 要 な 事
実 と は 、取 引 の 相 ⼿ ⽅ で あ る 消 滅 法 ⼈ 、取 引 の 種 類 、合 併 に か か
る 費 ⽤ 、履 ⾏ 期 、取 引 の 期 間 等 で あ る 。ま た 、代 表 理 事 は 、吸 収
合 併 契 約 締 結 後 、遅 滞 な く 、当 該 契 約 に つ い て の 重 要 な 事 実 を 理
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事 会 に 報 告 し な け れ ば な ら な い （ 法 ９ ２ 条 ２ 項 ）。  
 な お 、存 続 法 ⼈ の 代 表 理 事 は 、利 益 相 反 取 引 で あ る 吸 収 合 併 契
約 に 関 し 、 消 滅 法 ⼈ の 代 表 理 事 で も あ り 特 別 の 利 害 関 係 を 有 す
る 。ゆ え に 、存 続 法 ⼈ の 理 事 会 に お い て 当 該 利 益 相 反 取 引 承 認 に
関 す る 議 決 に 加 わ る こ と が で き な い （ 法 ９ ５ 条 ２ 項 ）。 つ ま り 、
吸 収 合 併 契 約 の 承 認 に 関 す る 存 続 法 ⼈ の 理 事 会 決 議 は 、 存 続 法
⼈ の 代 表 理 事 以 外 の 理 事 の 過 半 数 が 出 席 し 、 そ の う ち の 過 半 数
を も っ て ⾏ う こ と と な る （ 法 ９ ５ 条 １ 項 ）。  
 

  ⑵ 消滅法人と吸収合併契約の締結（ 法 ２ ４ ４ 条 ） 

 吸 収 合 併 契 約 は 、法 ⼈ 間 の 契 約 な の で 、存 続 法 ⼈ の 代 表 理 事 が
存 続 法 ⼈ を 代 表 し て 締 結 す る 。  

吸 収 合 併 契 約 に は 、 存 続 法 ⼈ 及 び 消 滅 法 ⼈ の 名 称 及 び 住 所 並
び に 効 ⼒ 発 ⽣ ⽇ を 定 め る 必 要 が あ る 。「 住 所 」 と は 、 定 款 の 必 要
的 記 載 事 項 で あ る「 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 」（ 法 １ １ 条 １ 項 ３ 号 、
１ ５ ３ 条 １ 項 ３ 号 ）で は な く 、登 記 の 対 象 と な る「 主 た る 事 務 所
の 所 在 地 」（ 法 ３ ０ １ 条 ２ 項 ３ 号 、 ３ ０ ２ 条 ２ 項 ３ 号 ） で な け れ
ば な ら な い 。  
 

⑶ 事前開示書面等の備置き（ 法 ２ ５ ０ 条 ） 

 吸 収 合 併 契 約 は 、後 述 の と お り 、社 員 総 会 の 承 認 決 議 事 項 で あ
る 。社 員 が 合 併 の 賛 否 を 判 断 す る た め に は 、社 員 総 会 の 招 集 通 知
に 記 載 さ れ た 議 案 の み な ら ず 、 詳 細 な 情 報 や 資 料 を 提 供 で き る
よ う に し て お く 必 要 が あ る 。ま た 、後 述 す る 債 権 者 異 議 ⼿ 続 に お
い て は 、存 続 法 ⼈ の 債 権 者 に 対 し 、合 併 に 関 す る ⼀ 定 の 情 報 を 提
供 す る が 、債 権 者 が 異 議 の 有 無 を 判 断 す る た め に は 、よ り 詳 細 な
情 報 や 資 料 を 提 供 で き る よ う に し て お く 必 要 が あ る 。  
 そ こ で 、存 続 法 ⼈ は 、吸 収 合 併 契 約 の 内 容 を 記 載 し た 書 ⾯ や 消
滅 法 ⼈ の 最 終 事 業 年 度（ 直 近 の 事 業 年 度 、こ の 項 に お い て 同 じ ）
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に 係 る 計 算 書 類 等 の 内 容 を 記 載 し た 書 ⾯ を 主 た る 事 務 所 に 備 え
置 か な け れ ば な ら な い（ 法 ２ ５ ０ 条 １ 項 、規 則 ７ ７ 条 １ 号 イ 、３
号 イ ）。 ま た 、 最 終 事 業 年 度 後 に ⽣ じ た 事 象 を 開 ⽰ さ せ る た め 、
存 続 法 ⼈ ⼜ は 消 滅 法 ⼈ の そ れ ぞ れ の 最 終 事 業 年 度 末 ⽇ 後 に 重 要
な 財 産 の 処 分 、 重 ⼤ な 債 務 の 負 担 そ の 他 の 法 ⼈ の 財 産 の 状 況 に
重 要 な 影 響 を 与 え る 事 象 が ⽣ じ た と き は 、 そ の 内 容 を 記 載 し た
書 ⾯ を 備 え 置 か な け れ ば な ら な い（ 法 ２ ５ ０ 条 １ 項 、規 則 ７ ７ 条
１ 号 ロ ）。  
 実 務 上 は 、吸 収 合 併 契 約 の 内 容 を 記 載 し た 書 ⾯ と し て 、契 約 書
の 全 ⽂ を 記 載 し た 書 ⾯ を 備 え 置 く 。ま た 、消 滅 法 ⼈ の 最 終 事 業 年
度 に 係 る 計 算 書 類 等 と は 、 理 事 が 作 成 し た 消 滅 法 ⼈ の 最 終 事 業
年 度 に 係 る 貸 借 対 照 表 及 び 損 益 計 算 書 、 事 業 報 告 並 び に 監 査 報
告 を 指 す 。 会 計 監 査 報 告 が 作 成 さ れ て い る 場 合 は 、 こ れ も 含 む
（ 規 則 ７ ５ 条 ２ 項 ２ 号 ）。  
  

請 求 権 者  ・ 存 続 法 ⼈ の 社 員  
・ 存 続 法 ⼈ の 債 権 者  

請 求 内 容  ・ 備 置 書 ⾯ の 閲 覧 請 求  
・ 備 置 書 ⾯ の 謄 本 ⼜ は 抄 本 の 交 付 請 求  

備 置 開 始 ⽇  ・ 社 員 総 会 の ⽇ の ２ 週 間 前 の ⽇  
・ 債 権 者 異 議 ⼿ 続 の 公 告 の ⽇    の い ず れ か 早 い ⽇  
・ 債 権 者 異 議 ⼿ 続 の 催 告 の ⽇  

備 置 対 象 書
類  

・ 吸 収 合 併 契 約 の 内 容 を 記 載 し た 書 ⾯  
 ⇒ 契 約 書 の 全 ⽂ を 記 載 し た 書 ⾯  
・消 滅 法 ⼈ の 最 終 事 業 年 度 に 係 る 計 算 書 類 等 の 内 容 を 記 載
し た 書 ⾯  
 ⇒ ・ 貸 借 対 照 表 及 び 損 益 計 算 書  
  ・ 事 業 報 告  
  ・ 監 査 報 告  
 （ ・ 会 計 監 査 報 告 書 ）  
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存 続 法 ⼈ は 、 社 員 総 会 の ⽇ の ２ 週 間 前 ⼜ は 債 権 者 異 議 ⼿ 続 の
公 告 の ⽇ 若 し く は 催 告 の ⽇ の う ち い ず れ か 早 い ⽇ （ 法 ２ ５ ０ 条
２ 項 １ 号 、３ 号 ）を 吸 収 合 併 契 約 備 置 開 始 ⽇ と す る（ 法 ２ ５ ０ 条
１ 項 ）。  

存 続 法 ⼈ の 社 員 及 び 債 権 者 は 、存 続 法 ⼈ に 対 し て 、そ の 業 務 時
間 内 は い つ で も 、 備 置 書 ⾯ の 閲 覧 請 求 及 び 備 置 書 ⾯ の 謄 本 ⼜ は
抄 本 の 交 付 請 求 を す る こ と が で き る （ 法 ２ ４ ６ 条 ３ 項 ）。  
 存 続 法 ⼈ の 理 事 が こ れ ら の 書 ⾯ 等 に 記 載 す べ き 事 項 を 記 載 ・
記 録 し な か っ た と き 若 し く は 虚 偽 の 記 載・記 録 を し た と き 、主 た
る 事 務 所 に 備 え 置 か な か っ た と き ⼜ は 社 員 ・ 債 権 者 の 閲 覧 請 求
若 し く は 謄 抄 本 の 交 付 請 求 を 拒 ん だ と き は 、 １ ０ ０ 万 円 以 下 の
過 料 に 処 せ ら れ る た め （ 法 ３ ４ ２ 条 ４ 号 、 ７ 号 、 ８ 号 ）、 事 前 開
⽰ 書 ⾯ 等 の 備 置 き は 慎 重 に ⾏ わ な け れ ば な ら な い 。  

 
  ⑷ 債権者異議手続（ 法 ２ ５ ２ 条 ） 

 吸 収 合 併 に よ り 、 消 滅 法 ⼈ の 債 権 債 務 は 存 続 法 ⼈ に 承 継 さ れ
（ 法 ２ ４ ５ 条 １ 項 ）、存 続 法 ⼈ の 責 任 財 産（ 強 制 執 ⾏ の 際 に 対 象
と な る 財 産 ）に 変 動 が ⽣ じ る の が 通 常 で あ る 。そ こ で 、法 は 、債
権 者 に 対 し 、債 権 者 異 議 ⼿ 続 を 設 け 、債 権 者 の 保 護 を 図 る こ と と
し て い る 。  

存 続 法 ⼈ は 、① 吸 収 合 併 す る 旨 、② 消 滅 法 ⼈ の 名 称 及 び 住 所 、
③ 存 続 法 ⼈ 及 び 消 滅 法 ⼈ の 計 算 書 類 に 関 す る 事 項 、 ④ 債 権 者 が
⼀ 定 の 期 間 内 に 異 議 を 述 べ る こ と が で き る 旨 を 官 報 に 公 告 し 、
か つ 、知 れ て い る 債 権 者 に 各 別 に 催 告 し な け れ ば な ら な い（ 法 ２
５ ２ 条 ２ 項 ）。 た だ し 、 官 報 の ほ か 、 時 事 に 関 す る 事 項 を 掲 載 す
る ⽅ 法 ⼜ は 電 ⼦ 公 告 に よ り 公 告 を ⾏ う 場 合 に は 、 知 れ て い る 債
権 者 に 対 す る 各 別 の 催 告 は 不 要 で あ る（ 法 ２ ５ ２ 条 ３ 項 、３ ３ １
条 ２ 号 、 ３ 号 ）。  
 債 権 者 が 異 議 を 述 べ る こ と が で き る ⼀ 定 の 期 間 は 、 ⼀ 箇 ⽉ を



23 
 

下 る こ と は で き な い （ 法 ２ ５ ２ 条 ２ 項 柱 書 ）。  
こ の 期 間 内 に 債 権 者 が 異 議 を 述 べ な か っ た と き は 、 吸 収 合 併

を 承 認 し た も の と み な さ れ る（ 法 ２ ５ ２ 条 ４ 項 ）。 他 ⽅ 、 こ の 期
間 内 に 債 権 者 が 異 議 を 述 べ た と き は 、存 続 法 ⼈ は 、当 該 債 権 者 に
対 し 、弁 済 し 、若 し く は 相 当 の 担 保 を 提 供 し 、⼜ は 当 該 債 権 者 に
弁 済 を 受 け さ せ る こ と を ⽬ 的 と し て 信 託 会 社 等 に 相 当 の 財 産 を
信 託 し な け れ ば な ら な い （ 法 ２ ５ ２ 条 ５ 項 ）。 も っ と も 、 債 権 額
や 弁 済 期 等 を 考 慮 し 、 吸 収 合 併 を ⾏ っ て も 当 該 債 権 者 を 害 す る
お そ れ が な い 場 合 に は 、 存 続 法 ⼈ は 、 弁 済 等 を す る 必 要 が な い
（ 法 ２ ５ ２ 条 ５ 項 但 書 ）。  
 存 続 法 ⼈ の 理 事 が 債 権 者 に 対 し て 公 告 や 各 別 の 催 告 を し な か
っ た と き 、 ⼜ は 異 議 を 述 べ た 債 権 者 に 対 し て 当 該 債 権 者 を 害 す
る お そ れ が あ る の に 弁 済 等 を ⾏ わ な か っ た と き は 、 １ ０ ０ 万 円
以 下 の 過 料 に 処 せ ら れ る （ ３ ４ ２ 条 ２ １ 号 ）。 ま た 、 異 議 を 述 べ
た 債 権 者 に 対 し 、 当 該 債 権 者 を 害 す る お そ れ が な い と し て 弁 済
等 を ⾏ わ な か っ た 場 合 に は 、 当 該 債 権 者 か ら 債 権 者 異 議 ⼿ 続 が
終 了 し て い な い こ と を 理 由 に 合 併 無 効 訴 訟 を 提 起 さ れ る お そ れ
が あ る 。そ の た め 、存 続 法 ⼈ は 、安 易 に 債 権 者 を 害 す る お そ れ は
な い と 判 断 し て は な ら な い 。  
 

  ⑸ 社員総会の承認決議（ 法 ２ ５ １ 条 ） 

  吸 収 合 併 契 約 は 、存 続 法 ⼈ に 重 ⼤ な 影 響 を 及 ぼ す た め 、社 員 総
会 を 開 く 前 に 社 員 が そ の 内 容 を 検 討 す る 時 間 が 必 要 で あ る 。 そ
こ で 、社 員 総 会 の 招 集 通 知 に は 、議 案 の 概 要 と し て 契 約 内 容 を 記
載 し な け れ ば な ら な い (法 ３ ９ 条 ４ 項 、３ ８ 条 １ 項 ５ 号 、１ ８ ２
条 ３ 項 、 １ ８ １ 条 １ 項 ３ 号 、 規 則 ４ 条 ３ 号 ホ 、 ５ ８ 条 )。  

社 員 総 会 で の 承 認 は 、特 別 決 議 事 項（ 総 社 員 の 半 数 以 上 で あ っ
て 、 総 社 員 の 議 決 権 の ３ 分 の ２ 以 上 に 当 た る 多 数 に よ る 決 議 が
必 要 な 事 項 ） で あ る （ 法 ４ ９ 条 ２ 項 ７ 号 、 １ ８ ９ 条 ２ 項 ６ 号 ）。
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存 続 法 ⼈ が 承 継 す る 消 滅 法 ⼈ の 債 務 が 資 産 を 超 え る 場 合 に は 、
存 続 法 ⼈ の 理 事 に 説 明 義 務 が ⽣ じ る の で 注 意 が 必 要 で あ る 。  

吸 収 合 併 契 約 は 、社 員 総 会 の 承 認 決 議 が 停 ⽌ 条 件 と な る た め 、
効 ⼒ 発 ⽣ ⽇ の 前 ⽇ ま で に 承 認 決 議 を ⾏ う 必 要 が あ る 。 効 ⼒ 発 ⽣
⽇ ま で に 社 員 総 会 を 開 催 出 来 な い 場 合 は 効 ⼒ 発 ⽣ ⽇ を 変 更 し な
け れ ば な ら な い （ 法 ２ ４ ９ 条 ）。  

 
  ⑹ 吸収合併契約の効力発生（ 法 ２ ４ ５ 条 ） 

   ア 効果 

  吸 収 合 併 契 約 に よ り 、存 続 法 ⼈ は 、消 滅 法 ⼈ の 権 利 義 務 を 包
括 的 に 承 継 す る た め（ 法 ２ ４ ５ 条 １ 項 ）、個 別 的 な 権 利 義 務 の
移 転 ⾏ 為 は 不 要 で あ る し 、債 権 者 異 議 ⼿ 続 を 経 て い る 以 上 、債
権 者 の 個 別 の 同 意 も 不 要 で あ る 。  

  も っ と も 、 私 法 上 の 権 利 義 務 の 移 転 に な じ ま な い 性 質 の も
の は 承 継 し な い た め 、刑 事 責 任 は 承 継 せ ず 、公 法 上 の 権 利 義 務
の 承 継 は 根 拠 法 令 に 従 う 。 消 滅 法 ⼈ の 公 益 認 定 は 承 継 し な い
が 、 公 益 ⽬ 的 取 得 財 産 残 額 贈 与 義 務 は 承 継 す る 。  

  な お 、存 続 法 ⼈ が 消 滅 法 ⼈ の 権 利 義 務 を 承 継 す る と し て も 、
そ れ を 第 三 者 に 対 抗 で き る か は 別 で あ り 、 不 動 産 の 権 利 の 移
転 に つ い て は 、 対 抗 要 件 の 具 備 が 必 要 で あ る 。  

 
法 ⼈ の 権 利 義 務  包 括 承 継 ⇒ 個 別 的 な 権 利 義 務 移 転 ⾏ 為 不 要  
債 務  包 括 承 継 ⇒ 個 別 同 意 不 要  
公 法 上 の 権 利 義 務  根 拠 法 令 の 趣 旨 に 従 う  
刑 事 責 任  承 継 し な い  
公 益 認 定  承 継 し な い が 、公 益 ⽬ 的 取 得 財 産 残 額 贈 与 義 務

は 承 継  
不 動 産  対 抗 要 件 具 備 必 要  
動 産  対 抗 要 件 具 備 不 要  
債 権  対 抗 要 件 具 備 不 要  
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   イ 効力発生日の変更 

  存 続 法 ⼈ と 消 滅 法 ⼈ の 間 で 吸 収 合 併 契 約 が 中 ⽌ と な っ た 場
合 は も ち ろ ん 、 債 権 者 異 議 ⼿ 続 が 未 了 の 場 合 も 債 権 者 の 保 護
に ⽋ け る た め 、 契 約 の 効 ⼒ は 発 ⽣ し な い （ 法 ２ ４ ５ 条 ３ 項 ）。 

  た だ し 、契 約 が 無 効 と な る 訳 で は な い た め 、契 約 の 効 ⼒ を 発
⽣ さ せ る た め に は 、効 ⼒ 発 ⽣ ⽇ の 変 更 が 必 要 で あ る（ 法 ２ ４ ９
条 １ 項 ）。 こ の 場 合 、効 ⼒ 発 ⽣ ⽇ の 前 ⽇ ま で に 新 た な 効 ⼒ 発 ⽣
⽇ を 公 告 す れ ば 、 変 更 後 の 効 ⼒ 発 ⽣ ⽇ に 吸 収 合 併 契 約 の 効 ⼒
が 発 ⽣ す る こ と と な る（ 法 ２ ４ ９ 条 ３ 項 ）。 効 ⼒ 発 ⽣ ⽇ の 変 更
に 存 続 法 ⼈ の 承 認 は 不 要 で あ る 。  

 
  ⑺ 登記申請（ 法 ３ ０ ６ 条 ） 

存 続 法 ⼈ は 、 実 際 の 効 ⼒ 発 ⽣ ⽇ か ら ２ 週 間 以 内 に 変 更 登 記 を
す る 必 要 が あ る （ 法 ３ ０ ６ 条 １ 項 ）。 変 更 登 記 は 、 後 述 す る 消 滅
法 ⼈ の 解 散 登 記 と 同 時 に す る 必 要 が あ る（ 法 ３ ３ ０ 条 、商 業 登 記
法 ８ ２ 条 ３ 項 ）。 存 続 法 ⼈ の 変 更 登 記 は 、 法 ⼈ の ⽬ 的 ・ 理 事 ・ 監
事 等 の 変 更 事 項 の み な ら ず 、 吸 収 合 併 を ⾏ う 旨 、 消 滅 法 ⼈ の 名
称・主 た る 事 務 所 を 登 記 し な け れ ば な ら な い た め（ 法 ３ ０ ６ 条 ２
項 ）、役 員 等 に 変 更 が な い 場 合 も ⼿ 続 が 必 要 で あ る 。 存 続 法 ⼈ の
変 更 登 記 に は 、吸 収 合 併 契 約 書 、合 併 契 約 承 認 の 社 員 総 会 議 事 録 、
債 権 者 保 護 ⼿ 続 関 係 の 書 ⾯ 、 消 滅 法 ⼈ の 登 記 事 項 証 明 書 の 添 付
が 必 要 で あ る 。  

 
 

登記事項

•変更事項
•吸収合併の旨
•消滅法⼈の名称
•消滅法⼈の主たる事務所

添付書類

•吸収合併契約書
•社員総会議事録
•債権者保護⼿続関係書類
•消滅法⼈の登記事項証明書
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⑻ 事後開示書面等の備置き（ 法 ２ ５ ３ 条 ２ 項 ） 

  社 員 総 会 決 議 や 債 権 者 異 議 ⼿ 続 が 未 了 の ま ま 事 実 上 の 合 併 ⼿
続 が 進 ⾏ し 、変 更 登 記 が な さ れ る と 、当 該 吸 収 合 併 は 、効 ⼒ 発 ⽣
⽇ か ら ６ ヶ ⽉ 間 、合 併 無 効 訴 訟（ 法 ２ ６ ４ 条 ）の 対 象 と な る た め 、
存 続 法 ⼈ は 、 上 述 し た 事 前 開 ⽰ 書 ⾯ を 引 き 続 き 備 え 置 く 必 要 が
あ る 。ま た 、存 続 法 ⼈ は 、社 員 ⼜ は 債 権 者 が 吸 収 合 併 に 関 す る 重
要 な 情 報 を 確 認 で き る よ う に す る た め 、効 ⼒ を ⽣ じ た ⽇ 、存 続 法
⼈ 及 び 消 滅 法 ⼈ の 債 権 者 異 議 ⼿ 続 の 経 過 、 存 続 法 ⼈ が 承 継 し た
重 要 な 権 利 義 務 に 関 す る 事 項 、消 滅 法 ⼈ が 備 え 置 い た 書 ⾯ 、合 併
登 記 を し た ⽇ 、そ の 他 重 要 事 項 も 備 え 置 く 必 要 が あ る（ 法 ２ ５ ３
条 １ 項 、 規 則 ８ ０ 条 ）。  
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 ２ 消滅法人における手続 

  ⑴ 吸収合併に関する理事会の決議（ 法 ９ ０ 条 ４ 項 ４ 号 ） 

  消 滅 法 ⼈ に お い て も 、吸 収 合 併 契 約 は 、理 事 会 設 置 法 ⼈ で は 理
事 会 が 、 理 事 会 ⾮ 設 置 法 ⼈ で は 原 則 と し て 理 事 の 過 半 数 の 同 意
に よ り 、意 思 決 定 を ⾏ う 。詳 細 は 上 記 ２ ⑴（ 本 報 告 書 19 ⾴ ）の
と お り で あ る 。  

 
  ⑵ 存続法人と吸収合併契約の締結（ 法 ２ ４ ４ 条 ） 

 消 滅 法 ⼈ に お い て も 、そ の 代 表 理 事 が 、法 ⼈ を 代 表 し て 存 続 法
⼈ と の 間 で 吸 収 合 併 契 約 を 締 結 す る 。詳 細 は 上 記 ２ ⑵（ 本 報 告 書
20 ⾴ ） の と お り で あ る 。  

 
  ⑶ 事前開示書面等の備置き（ 法 ２ ４ ６ 条 ） 

  消 滅 法 ⼈ に お け る 事 前 開 ⽰ 書 ⾯ 等 の 備 置 ⼿ 続 は 、 存 続 法 ⼈ に
お け る ⼿ 続 と 基 本 的 に 変 わ ら な い が 、 消 滅 法 ⼈ は 財 団 法 ⼈ で あ
る た め 、「 社 員 」 で は な く 「 評 議 員 」 で あ る 。  

  ま た 、消 滅 法 ⼈ に お け る 備 置 対 象 書 類 は 、吸 収 合 併 契 約 の 内 容
を 記 載 し た 書 ⾯ 、存 続 法 ⼈ の 定 款 の 定 め 、存 続 法 ⼈ の 最 終 事 業 年
度（ 直 近 の 事 業 年 度 、以 下 同 じ ）に 係 る 計 算 書 類 等 の 内 容 を 記 載
し た 書 ⾯ 、 存 続 法 ⼈ ⼜ は 消 滅 法 ⼈ の そ れ ぞ れ の 最 終 事 業 年 度 末
⽇ 後 に 重 要 な 財 産 の 処 分 ・ 重 ⼤ な 債 務 の 負 担 そ の 他 の 法 ⼈ の 財
産 の 状 況 に 重 要 な 影 響 を 与 え る 事 象 が ⽣ じ た と き の 内 容 を 記 載
し た 書 ⾯ で あ り 、存 続 法 ⼈ と は 異 な る 書 類 が 必 要 で あ る 。存 続 法
⼈ の 最 終 事 業 年 度 に 係 る 計 算 書 類 等 と は 、 理 事 が 作 成 し た 存 続
法 ⼈ の 最 終 事 業 年 度 に 係 る 貸 借 対 照 表 及 び 損 益 計 算 書 並 び に 事
業 報 告 を 指 す 。 監 査 報 告 ⼜ は 会 計 監 査 報 告 が 作 成 さ れ て い る 場
合 に は 、 こ れ ら も 含 む （ 規 則 ７ ５ 条 ２ 項 ２ 号 ）。  
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備 置 対 象 書 類 の 相 違  
存 続 法 ⼈  消 滅 法 ⼈  

消 滅 法 ⼈ の 最 終 事 業 年 度 に 係 る 計
算 書 類 等 の 内 容 を 記 載 し た 書 ⾯  
⇒ ・ 貸 借 対 照 表 及 び 損 益 計 算 書  
 ・ 事 業 報 告  
 ・ 監 査 報 告  
（ ・ 会 計 監 査 報 告 書 ）  

存 続 法 ⼈ の 最 終 事 業 年 度 に 係 る 計
算 書 類 等 の 内 容 を 記 載 し た 書 ⾯  
⇒ ・ 貸 借 対 照 表 及 び 損 益 計 算 書  
 ・ 事 業 報 告  
（ ・ 監 査 報 告 ）  
（ ・ 会 計 監 査 報 告 書 ）  

な し  存 続 法 ⼈ の 定 款 の 定 め  
 
  ⑷ 債権者異議手続（ 法 ２ ４ ８ 条 ） 

  消 滅 法 ⼈ に お け る 債 権 者 異 議 ⼿ 続 も 存 続 法 ⼈ に お け る ⼿ 続 と
基 本 的 に は 変 わ ら な い が 、消 滅 法 ⼈ が 公 告・催 告 す る の は 、消 滅
法 ⼈ の 名 称 及 び 住 所 で は な く 、 存 続 法 ⼈ の 名 称 及 び 住 所 で あ る
点 が 異 な る （ 法 ２ ４ ８ 条 ２ 項 ）。  

 
  ⑸ 評議員会の承認決議（ 法 ２ ４ ７ 条 ） 

  消 滅 法 ⼈ の 評 議 員 会 も 、存 続 法 ⼈ の 社 員 総 会 と 同 様 に 、吸 収 合
併 の 承 認 を 特 別 決 議 で ⾏ う 。 詳 細 は 上 記 ２ ⑸ （ 本 報 告 書 23 ⾴ ）
の と お り で あ る が 、「 社 員 総 会 」と あ る の が 、消 滅 法 ⼈ で は「 評
議 員 会 」 で あ る こ と に 留 意 さ れ た い 。  

 
  ⑹ 吸収合併契約の効力発生（ 法 ２ ４ ５ 条 ） 

   ア 効果 

  吸 収 合 併 に よ り 、消 滅 法 ⼈ は 、解 散 す る（ 法 １ ４ ８ 条 ５ 号 、
２ ０ ２ 条 １ 項 ４ 号 ）。清 算 ⼿ 続 は 要 し な い（ 法 ２ ０ ６ 条 １ 号 ）。
ま た 、消 滅 法 ⼈ の 権 利 義 務 は 、存 続 法 ⼈ に 包 括 承 継 さ れ 、消 滅
法 ⼈ と そ の 従 業 員 と の 雇 ⽤ 契 約 に つ い て も 当 然 に 承 継 す る
（ 法 ２ ４ ５ 条 １ 項 ）。  
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   イ 効力発生日の変更 

  吸 収 合 併 契 約 が 中 ⽌ と な っ た 場 合 及 び 債 権 者 異 議 ⼿ 続 が 未
了 の 場 合 に 契 約 の 効 ⼒ が ⽣ じ な い こ と は 、上 記 ２ ⑹ イ（ 本 報 告
書 25 ⾴ ） で 説 明 し た と お り で あ る 。  

 
  ⑺ 登記申請（ 法 ３ ０ ６ 条 ） 

消 滅 法 ⼈ は 、 実 際 の 効 ⼒ 発 ⽣ ⽇ か ら ２ 週 間 以 内 に 解 散 登 記 を
し な け れ ば な ら な い（ 法 ３ ０ ６ 条 １ 項 ）。 消 滅 法 ⼈ の 解 散 は 、 解
散 登 記 が な け れ ば 第 三 者 に 対 抗 で き な い た め（ 法 ２ ４ ５ 条 ２ 項 ）、
吸 収 合 併 契 約 の 効 ⼒ 発 ⽣ 後 、 消 滅 法 ⼈ の 解 散 登 記 前 に 消 滅 法 ⼈
の 代 表 理 事 が 第 三 者 に 財 産 を 譲 渡 し た 場 合 、存 続 法 ⼈ は 、消 滅 法
⼈ の 解 散 を 財 産 譲 受 ⼈ に 対 抗 で き ず 、 財 産 を 引 き 渡 さ な け れ ば
な ら な い 。   
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第６ その他吸収合併に際しての検討事項 

 

 １ 消滅法人から存続法人への診療記録等の患者等個人情報の承継 

  医 療 機 関 の 保 有 す る 患 者 の 診 療 記 録 等 は 、 個 ⼈ 情 報 に 該 当 す る
（ 個 ⼈ 情 報 保 護 法 ２ 条 １ 項 、２ 項 ）。医 療 機 関 は 、原 則 と し て 、患
者 本 ⼈ の 同 意 を 得 ず に 個 ⼈ デ ー タ （ 個 ⼈ 情 報 デ ー タ ベ ー ス 等 を 構
成 す る 個 ⼈ 情 報 ）を「 第 三 者 」に 提 供 し て は な ら な い（ 個 ⼈ 情 報 保
護 法 ２ ３ 条 １ 項 ）。も っ と も 、吸 収 合 併 に 伴 い 、消 滅 法 ⼈ が 保 有 す
る 診 療 記 録 等 を 患 者 本 ⼈ の 同 意 な く 存 続 法 ⼈ に 承 継 す る こ と は 、
「 第 三 者 」へ の 提 供 に 該 当 せ ず 、個 ⼈ 情 報 保 護 法 に 違 反 し な い（ 個
⼈ 情 報 保 護 法 ２ ３ 条 ５ 項 ２ 号 ）。  

 
 ２ 課税関係 

 ⑴ 合併に伴う資産の譲渡益に対する法人税 

消 滅 法 ⼈ の 法 ⼈ 税 に つ い て は 、吸 収 合 併 の 効 ⼒ 発 ⽣ ⽇ の 前 ⽇ ま
で を 最 後 の 事 業 年 度 と み な し て 申 告・納 付 を ⾏ う（ 実 際 に 申 告・
納 付 を ⾏ う の は 存 続 法 ⼈ ） 5。  

吸 収 合 併 に よ り 、消 滅 法 ⼈（ ⼀ 般 財 団 法 ⼈ ）か ら 存 続 法 ⼈（ ⼀
般 社 団 法 ⼈ ）へ 資 産 が 移 転 す る た め 、資 産 の 譲 渡 損 益 に 対 す る 法
⼈ 税 の 課 税 関 係 が 問 題 と な る 。財 団 法 ⼈ に は 、医 療 事 業 に つ い て
法 ⼈ 税 が 課 税 さ れ て い る 法 ⼈ と 、法 ⼈ 税 が 課 税 さ れ て い な い 法 ⼈
が あ り 、 課 税 関 係 が 異 な る 。  

 
 

 
5 法 ⼈ 税 法 に お け る 「 最 後 事 業 年 度 」 は 、 吸 収 合 併 の 効 ⼒ 発 ⽣ ⽇ の 前 ⽇ を 期 末 と
す る 消 滅 法 ⼈ の 「 最 後 の 事 業 年 度 」 を 指 す 。 こ れ に 対 し 、 ⼀ 般 社 団 ・ 財 団 法 ⼈ 法
に お け る 「 最 終 事 業 年 度 」 は 、「 直 近 の 事 業 年 度 」 の 意 味 で あ る 。 事 前 開 ⽰ 書 ⾯ と
し て 備 置 き が 必 要 な 「 最 終 事 業 年 度 に 係 る 計 算 書 類 」 は 、 合 併 契 約 の 直 近 の 事 業
年 度 に 係 る 貸 借 対 照 表 等 の 計 算 書 類 で あ る 。  
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ア 医療事業に対して法人税が課税されている財団法人 

資 産 の 譲 渡 益 が 益 ⾦ 、譲 渡 損 は 損 ⾦ と な り 、最 後 の 事 業 年 度 の
病 院 等 事 業 の 所 得 と 合 算 さ れ る 。  

本 報 告 書 が 想 定 す る ケ ー ス で は 直 近 の 病 院 等 事 業 は ⾚ 字 と 想
定 さ れ 、「 病 院 等 事 業 の ⾚ 字 」 と 「 合 併 に よ る 資 産 の 譲 渡 損 益 」
を 通 算 し た も の が 課 税 対 象 所 得 と な る 。 ⼟ 地 に 多 額 の 含 み 益 が
あ る 場 合 に は 、 ⼤ き な 税 負 担 と な る 可 能 性 が あ る 。  

 
な お 、法 ⼈ 税 法 上 、合 併 に は「 適 格 合 併 」と「 ⾮ 適 格 合 併 」が

あ る 。「 適 格 合 併 」に お い て は 、資 産 は 簿 価 で 移 転 さ れ 、資 産 の
譲 渡 益 に 対 す る 法 ⼈ 税 の 課 税 は ⽣ じ な い 。 し か し 、 財 団 法 ⼈ と
社 団 法 ⼈ の 合 併 が 「 適 格 合 併 」 と な る た め に は 事 業 関 連 性 の あ
る 当 事 者 同 ⼠ が 共 同 事 業 を ⾏ う た め の 合 併 と し て 法 ⼈ 税 法 上 の
要 件 を 満 た す 必 要 が あ る 。 本 報 告 書 が 想 定 す る 吸 収 合 併 は 、 当
事 者 の ⼀ ⽅ が 何 ら 事 業 を ⾏ っ て い な い 新 設 法 ⼈ で あ る こ と か ら 、
「 適 格 合 併 」 に 該 当 し 得 な い と 考 え ら れ る 。  

 
法 ⼈ 住 ⺠ 税 、 法 ⼈ 事 業 税 も 、 法 ⼈ 税 の 課 税 関 係 に 連 動 す る 。  

 
イ 医療事業に対して法人税が課税されていない財団法人 

以 下 の よ う な 財 団 法 ⼈ は 、 医 療 事 業 に 対 し て 法 ⼈ 税 が 課 税 さ
れ て い な い 。  

 
・福 祉 病 院 事 業（ 無 料 低 額 診 療 事 業 ）を ⾏ う 法 ⼈ と し て 医 療 保

健 業 が ⾮ 課 税 と さ れ て い る 法 ⼈（ 法 ⼈ 税 法 施 ⾏ 令 5 条 1 項 ⼆
⼗ 九 号 ヨ ）  

・公 益 財 団 法 ⼈ で 、公 益 ⽬ 的 事 業 と し て 医 療 事 業 を ⾏ っ て い る
法 ⼈  
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こ れ ら の 法 ⼈ に お い て は 、医 療 事 業 は ⾮ 収 益 事 業 と さ れ て お
り 、医 療 事 業 に 使 っ て い た 資 産 の 譲 渡 益 に は 法 ⼈ 税 は 課 さ れ な
い 。収 益 事 業（ 例 え ば 賃 貸 事 業 ）に 使 っ て い た 資 産 の 譲 渡 に つ
い て は 、原 則 と し て 法 ⼈ 税 が 課 さ れ る が 、相 当 期 間 に わ た り 固
定 資 産 と し て 保 有 し て い た ⼟ 地 等 の 譲 渡 や 、収 益 事 業 の 廃 ⽌ に
か か る 固 定 資 産 の 譲 渡 に つ い て は 収 益 事 業 に 含 め な い こ と が
で き る（ 法 ⼈ 税 基 本 通 達 15-2-10）。従 っ て 、合 併 に 伴 う 資 産 の
譲 渡 益 へ の 法 ⼈ 税 課 税 は ⽣ じ な い 。  

 
⑵ 合併後の各事業年度の法人税 

⼀ 般 社 団 法 ⼈ 及 び ⼀ 般 財 団 法 ⼈ は 、法 ⼈ 税 法 上 、収 益 事 業 に の
み に 課 税 さ れ る 「 ⾮ 営 利 型 法 ⼈ 」 と 、 全 事 業 に 課 税 さ れ る 「 普
通 法 ⼈ 」 に 区 分 さ れ る 。  

 
非営利型法人の要件6 

⾮ 営 利 性 が 徹 底
さ れ た 法 ⼈  

１  剰 余 ⾦ の 分 配 を ⾏ わ な い こ と を 定 款 に 定 め て い
る こ と 。  

（ 法 ⼈ 税 法 施 ⾏ 令
３ 条 1 項 ）  

２  解 散 し た と き は 、残 余 財 産 を 国・地 ⽅ 公 共 団 体 や
⼀ 定 の 公 益 的 な 団 体 に 贈 与 す る こ と を 定 款 に 定
め て い る こ と 。  

 ３  上 記 １ 及 び ２ の 定 款 の 定 め に 違 反 す る ⾏ 為（ 上 記
１ 、２ 及 び 下 記 ４ の 要 件 に 該 当 し て い た 期 間 に お
い て 、特 定 の 個 ⼈ ⼜ は 団 体 に 特 別 の 利 益 を 与 え る
こ と を 含 み ま す 。） を ⾏ う こ と を 決 定 し 、 ⼜ は ⾏
っ た こ と が な い こ と  

 ４  各 理 事 に つ い て 、理 事 と そ の 理 事 の 親 族 等 で あ る
理 事 の 合 計 数 が 、 理 事 の 総 数 の ３ 分 の 1 以 下 で
あ る こ と 。  

※「 ⾮ 営 利 型 法 ⼈ 」に は 上 記 以 外 に「 共 益 的 活 動 を ⽬ 的 と す る 法 ⼈ 」も あ る が 要 件
は 省 略 し た 。  

 
6 「 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ ・ ⼀ 般 財 団 法 ⼈ と 法 ⼈ 税 」 2014 年 ３ ⽉  国 税 庁
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hojin/koekihojin/pdf/01.pdf 
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合 併 に よ り 消 滅 す る 既 存 の 財 団 法 ⼈ が「 ⾮ 営 利 型 法 ⼈ 」で あ る
場 合 、 と り わ け 前 出 ⑴ イ の 福 祉 病 院 事 業 （ 無 料 低 額 診 療 事 業 ）
を ⾏ う 法 ⼈ で あ る 場 合 、 合 併 後 に お い て も 収 益 事 業 に の み 課 税
さ れ る と い う 従 来 の 課 税 関 係 を 維 持 す る こ と が 重 要 で あ る 。  

そ の た め 、存 続 法 ⼈（ ⼀ 般 社 団 法 ⼈ ）の 定 款 等 に お い て 、税 務
上 の 「 ⾮ 営 利 型 法 ⼈ 」 の 要 件 を 満 た す 必 要 が あ る 。  

 

⑶ 消費税 

合 併 に よ る 資 産 の 移 転 は 、消 費 税 法 上 、消 費 税 の 課 税 対 象 と は
な ら な い （ 消 費 税 法 ２ 条 １ 項 ８ 号 、 消 費 税 法 施 ⾏ 令 ２ 条 １ 項 ４
号 ）。  

 
な お 、本 報 告 書 11 ⾴ で 説 明 し た 通 り 、仮 に 財 団 法 ⼈ か ら 社 団

法 ⼈ へ の 事 業 譲 渡 を 選 択 し た 場 合 に は 、 ⼟ 地 等 を 除 く 資 産 の 譲
渡 に は 消 費 税 が 課 さ れ る （ 免 税 事 業 者 で あ る 場 合 を 除 く ）。  

 
⑷ 登録免許税 

ア 不動産登記 

合 併 に よ り ⼟ 地 等 や 建 物 の 所 有 権 が ⼀ 般 財 団 法 ⼈（ 消 滅 法 ⼈ ）
か ら ⼀ 般 社 団 法 ⼈（ 存 続 法 ⼈ ）に 移 転 す る こ と に 伴 い 、登 記 に
際 し 、 登 録 免 許 税 が 課 さ れ る 。  
 
・ 不 動 産 の 所 有 権 の 移 転 登 記  
登 録 免 許 税 ＝ 不 動 産 の 価 額 （ 固 定 資 産 税 評 価 額 ） ×0.4％  

 
仮 に ⼟ 地 ・ 建 物 の 固 定 資 産 税 評 価 額 が 合 計 10 億 円 の 場 合 、

移 転 登 記 に か か る 登 録 免 許 税 額 は 400 万 円 と な る 。  
 
※ 不 動 産 取 得 税 は 、合 併 に よ る 不 動 産 の 取 得 の 場 合 は 課 税 さ
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れ な い 。  
 
イ 法人登記 

⼀ 般 社 団 法 ⼈ の 設 ⽴ お よ び 当 該 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ に 既 存 の ⼀ 般
財 団 法 ⼈ を 吸 収 さ せ る 形 で 吸 収 合 併 を ⾏ う に あ た っ て 、以 下 の
登 記 に 際 し 、登 録 免 許 税 が 課 さ れ る（ 登 録 免 許 税 法 別 表 第 ⼀  第
24 号 （ ⼀ ） ロ 、 レ 、 ツ 、 同 （ ⼆ ））。  

 

⼀ 般 社 団 法 ⼈ の 設 ⽴ 登 記  

（ 本 報 告 書 17 ⾴ ） 

主 た る 事 務 所  6 万 円  

従 た る 事 務 所  １ 件 に つ き 9 千 円  

吸 収 合 併 に よ る 消 滅 法 ⼈ の  

解 散 登 記   （ 本 報 告 書 29 ⾴ ） 

主 た る 事 務 所  3 万 円  

従 た る 事 務 所  １ 件 に つ き 9 千 円  

吸 収 合 併 に よ る 存 続 法 ⼈ の  

変 更 登 記   （ 本 報 告 書 25 ⾴ ） 

主 た る 事 務 所  3 万 円  

従 た る 事 務 所  １ 件 に つ き 9 千 円  

 

 
 ３ 行政機関による許認可等の関係 

  ⑴ 存続法人における手続 

  吸 収 合 併 契 約 に よ り 、存 続 法 ⼈ は 、消 滅 法 ⼈ の 権 利 義 務 を 包 括
的 に 承 継 す る が 、病 院 ⼜ は 診 療 所 の 開 設 許 可 は 、私 法 上 の 権 利 義
務 で は な い た め 、改 め て 開 設 許 可 を 受 け る 必 要 が あ る（ 医 療 法 ７
条 １ 項 、医 療 法 施 ⾏ 規 則 １ 条 の １ ４ 第 １ 項 ）。許 可 を 申 請 す る に
際 し て 開 設 地 の 都 道 府 県 知 事 に 提 出 す る 申 請 書 に 記 載 す べ き 事
項 に は 、病 床 数 等 が 含 ま れ る（ 医 療 法 施 ⾏ 規 則 １ 条 の １ ４ 第 １ 項
１ ４ 号 ）。も っ と も 、敷 地 の ⾯ 積 及 び 平 ⾯ 図 、敷 地 周 囲 の ⾒ 取 図 、
建 物 の 構 造 概 要 及 び 平 ⾯ 図 、 診 察 室 や ⼿ 術 室 な ど の 病 院 の 施 設
の 有 無 及 び 構 造 設 備 の 概 要 等 に つ い て 変 更 が な い 場 合 に は 、 そ
の 記 載 を 省 略 で き る （ 医 療 法 施 ⾏ 規 則 １ 条 の １ ４ 第 １ 項 但 書 ）。 

  ま た 、開 設 者 の 変 更 に 伴 い 、存 続 法 ⼈ は 、保 険 医 療 機 関 指 定 に
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つ い て も 、 新 た に 申 請 し な け れ ば な ら ず （ 健 康 保 険 法 ６ ５ 条 １
項・６ ３ 条 ３ 項 １ 号 、保 険 医 療 機 関 及 び 保 険 薬 局 の 指 定 並 び に 保
険 医 及 び 保 険 薬 剤 師 の 登 録 に 関 す る 省 令 ３ 条 ）、施 設 基 準 に 係 る
届 出 も し な け れ ば な ら な い （ ２ ０ ２ ０ 年 厚 ⽣ 労 働 省 告 ⽰ 第 ５ ８
号 、 ５ ９ 号 ）。  

介 護 保 険 サ ー ビ ス を ⾏ っ て い る 場 合 、事 業 者 の 指 定 を 受 け な お
す 必 要 が あ る（ 介 護 ⽼ ⼈ 保 健 施 設 、介 護 医 療 院 に つ い て は 開 設 許
可 ）。も っ と も 、事 業 所 が 実 質 的 に 継 続 し て 運 営 さ れ る と 認 め ら
れ る 場 合 は 、 ⼿ 続 き の 簡 素 化 や 介 護 報 酬 上 の 実 績 の 通 算 な ど が
可 能 と さ れ て い る 7。  

そ の 他 、既 存 の 財 団 法 ⼈ が 受 け て い る 許 認 可 に つ い て は 、新 た
な 申 請 ⼜ は 変 更 届 等 の ⼿ 続 が 必 要 で あ る 。  

 
  ⑵ 消滅法人における手続 

 吸 収 合 併 契 約 に よ り 、消 滅 法 ⼈ は 、解 散 す る た め 、病 院 ⼜ は 診
療 所 の 廃 ⽌ 届（ 医 療 法 ９ 条 １ 項 ）及 び 保 険 医 療 機 関 指 定 の 辞 退 届
（ 保 険 医 療 機 関 及 び 保 険 薬 局 の 指 定 並 び に 保 険 医 及 び 保 険 薬 剤
師 の 登 録 に 関 す る 省 令 ８ 条 ２ 項 ） を 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  
 介 護 保 険 サ ー ビ ス に つ い て も 、廃 ⽌ 届 を 提 出 す る 必 要 が あ る 。 

  

 
7 「 運 営 基 準 等 に 係 る Ｑ ＆ Ａ に つ い て 」 厚 ⽣ 労 働 省 ⽼ 健 局 振 興 課 事 務 連 絡 （ 2001
年 ３ ⽉ 28 ⽇ ）、「 全 国 介 護 保 険 ・ ⾼ 齢 者 保 健 福 祉 担 当 課 ⻑ 会 議 資 料 」 厚 ⽣ 労 働 省
⽼ 健 局 （ 2018 年 ３ ⽉ ６ ⽇ ） よ り 振 興 課 提 出 資 料 9（ 3） 事 業 所 の 吸 収 合 併 に 伴 う
事 務 の 簡 素 化 に つ い て 、「 事 業 所 の 吸 収 分 割 等 に 伴 う 事 務 の 簡 素 化 に つ い て 」 厚 ⽣
労 働 省 ⽼ 健 局 総 務 課 認 知 症 施 策 推 進 室 他 （ 2020 年 8 ⽉ 3 ⽇ ）  
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第７ 公益財団法人の場合 

 

１ 公益財団法人を公益社団法人に実質変更するにあたっての障壁 

⑴ 公益認定等の基準 

 下 記 ２ に 述 べ る い ず れ の ⽅ 法 を と っ て も 、 既 存 の 公 益 財 団 法
⼈ を 、公 益 社 団 法 ⼈ へ と 実 質 的 に 変 更 す る に は 、⾏ 政 庁 の 公 益 認
定 を 受 け る こ と（ 認 定 法 ４ 条 ）⼜ は 公 益 財 団 法 ⼈ の 地 位 承 継 に つ
い て ⾏ 政 庁 の 認 可 を 受 け る こ と（ 認 定 法 ２ ５ 条 １ 〜 ３ 項 ）が 必 要
で あ る 。  
 上 記 認 定 及 び 認 可 の い ず れ に つ い て も 、そ の 基 準 と し て「 公 益
⽬ 的 事 業 を ⾏ う の に 必 要 な 経 理 的 基 礎 」（ 認 定 法 ５ 条 ２ 号 ）を 有
す る こ と が 求 め ら れ る （ 認 定 法 ５ 条 、 ２ ５ 条 ２ 項 １ 号 ）。  
 「 公 益 ⽬ 的 事 業 を ⾏ う の に 必 要 な 経 理 的 基 礎 」に は 、財 政 基 盤
が 明 確 で あ る こ と が 含 ま れ （ 公 益 認 定 ガ イ ド ラ イ ン １ ⾴ ）、そ の
審 査 に 際 し て は 、貸 借 対 照 表 、収 ⽀（ 損 益 ）予 算 書 等 に 基 づ き 、
資 産 ・ 負 債 の 状 況 や 事 業 収 ⽀ の ⾒ 込 み 等 法 ⼈ の 財 務 状 態 が 確 認
さ れ る 。  
 

⑵ 今回の問題について 

 本 報 告 書 が 対 象 と す る 、 昨 年 度 の 純 資 産 額 が ３ ０ ０ 万 円 を 下
回 り 、 今 年 度 も 純 資 産 額 が ３ ０ ０ 万 円 を 下 回 る こ と が 予 想 さ れ
る 公 益 財 団 法 ⼈ は 、財 政 基 盤 が 脆 弱 で あ り「 公 益 ⽬ 的 事 業 を ⾏ う
の に 必 要 な 経 理 的 基 礎 」を 有 さ な い と 判 断 さ れ 、公 益 認 定 を 維 持
で き な い 恐 れ が あ る 。 当 該 公 益 財 団 法 ⼈ を 包 括 承 継 す る ⼀ 般 社
団 法 ⼈ に お い て も 、上 記 認 定 ⼜ は 認 可 を 受 け る こ と が で き ず 、公
益 社 団 法 ⼈ と な る こ と が で き な い 可 能 性 が あ る 。  
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２ 法人の種類の変更方法の検討 

 上 記 の と お り 、 最 終 的 に 公 益 社 団 法 ⼈ と な る こ と が で き な い 可
能 性 は あ る も の の 、以 下 、既 存 の 公 益 財 団 法 ⼈ を 公 益 社 団 法 ⼈ に 実
質 的 に 変 更 す る 法 律 上 の ⽅ 法 を 検 討 す る 。  

検 討 対 象 は 、新 設 合 併 及 び 吸 収 合 併 の み で あ る 。と い う の も 、事
業 譲 渡 は 、 先 述 の と お り （ 本 報 告 書 11 ⾴ ）、 新 設 合 併 及 び 吸 収 合
併 と ⽐ 較 し 、 今 回 の 問 題 に 対 す る 解 決 ⼿ 段 と し て 適 さ な い た め で
あ る 。  
 
⑴ Ⅰ．新設合併 

 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A を 新 た に 設 ⽴ し 、 当 該 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A と 既 存
の 公 益 財 団 法 ⼈ B を 合 併 さ せ て 新 た な ⼀ 般 社 団 法 ⼈ C を 設 ⽴ す
る 。 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A と 公 益 財 団 法 ⼈ B は 消 滅 し 、 新 た に 設 ⽴ さ
れ た ⼀ 般 社 団 法 ⼈ C が 病 院 等 事 業 を 承 継 す る 。  
 新 設 合 併 の ⼿ 続 と 並 ⾏ し て 、 合 併 に よ り 新 設 さ れ る ⼀ 般 社 団
法 ⼈ C が 公 益 財 団 法 ⼈ B の 公 益 法 ⼈ の 地 位 を 承 継 す る こ と に つ
い て の ⾏ 政 庁 の 認 可 を 公 益 財 団 法 ⼈ B が 申 請 す る （ 認 定 法 ２ ５
条 １ 項 ）。⾏ 政 庁 が 認 可 し た 場 合 、⼀ 般 社 団 法 ⼈ C は 、そ の 成 ⽴
の ⽇ に 公 益 財 団 法 ⼈ B の 地 位 を 承 継 し（ 認 定 法 ２ ５ 条 ３ 項 ）、公
益 社 団 法 ⼈ C と な る （ 以 下 、 こ の ⼿ 続 を 「 公 益 地 位 承 継 」 と い
う 。）。  
 

                      ② ′ 公 益 地 位 承 継  

 ① 設 ⽴  

         ② 新 設 合 併  

               

     

 

 

⼀ 般 社 団 法 ⼈ A 

公 益 財 団 法 ⼈ B 

⼀ 般 社 団 法 ⼈ C 

病 院 等 事 業  

病 院 等 事 業  

公 益 社 団 法 ⼈ C 

病 院 等 事 業  
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⑵ Ⅱ．吸収合併 

 公 益 財 団 法 ⼈ が 消 滅 法 ⼈ と な る 吸 収 合 併 の 場 合 、 新 設 合 併 に
お け る 公 益 地 位 承 継 と 同 様 の ⼿ 続 が 存 在 し な い た め 、 以 下 の ア
⼜ は イ の い ず れ か の ⽅ 法 と な る 。  
 
ア Ⅱ―１．吸収合併（公益認定取得を事前に行う場合） 

 新 た に ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A を 設 ⽴ し 、 公 益 認 定 を 取 得 し て 公 益
社 団 法 ⼈ A と な る 。 当 該 公 益 社 団 法 ⼈ A に 既 存 の 公 益 財 団 法
⼈ B を 吸 収 さ せ る 形 で 合 併 す る 。 公 益 財 団 法 ⼈ B は 消 滅 し 、
公 益 社 団 法 ⼈ A が 病 院 等 事 業 を 承 継 す る 。  
 

             

 

① 設 ⽴        ② 公 益 認 定 取 得  

③ 吸 収 合 併   

                  

     

 

 

 

  
イ Ⅱ―２．吸収合併（公益認定取得を事後に行う場合） 

 新 た に ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A を 設 ⽴ す る 。 当 該 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A に
既 存 の 公 益 財 団 法 ⼈ B を 吸 収 さ せ る 形 で 合 併 す る 。 公 益 財 団
法 ⼈ B は 消 滅 し 、 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A が 病 院 等 事 業 を 承 継 す る 。  
 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A は 、 公 益 認 定 を 受 け た 場 合 （ 認 定 法 ４ 条 ）、
公 益 社 団 法 ⼈ A と な る（ 以 下 こ の ⼿ 続 を「 公 益 認 定 取 得 」と い
う 。）。  

⼀ 般 社 団 法 ⼈ A 

公 益 財 団 法 ⼈ B 

病 院 等 事 業  

公 益 社 団 法 ⼈ A 

病 院 等 事 業  

公 益 社 団 法 ⼈ A 
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① 設 ⽴                  ③ 公 益 認 定 取 得  

      ② 吸 収 合 併  

   

     

 

 

 

 

⑶ 検討 

ア 『Ⅱ―１．吸収合併（公益認定取得を事前に行う場合）』は、

今回の問題に対する解決手段として適さないこと 

 こ の ⽅ 法 は 、 新 た に 設 ⽴ し た ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A の 公 益 認 定 取
得 の ⼿ 続 に 時 間 を 要 す る 可 能 性 が あ り 、今 年 度 に 関 す る 定 時 評
議 員 会 の 終 結 の 時 ま で に 吸 収 合 併 の ⼿ 続 を 完 了 で き な い お そ
れ が あ る 。  
 し た が っ て 、時 間 的 余 裕 の な い 今 回 の 問 題 に 対 す る 解 決 ⼿ 段
と し て は 適 さ な い 。  

イ 『Ⅰ．新設合併』と『Ⅱ―２．吸収合併（公益認定取得を事

後に行う場合）』の比較 

 新 設 合 併 か 吸 収 合 併 か と い う 点 を 除 き 、両 者 の 特 筆 す べ き 相
違 点 は 、公 益 社 団 法 ⼈ と な る た め の ⼿ 続 が 公 益 地 位 承 継 か（ 新
設 合 併 の 場 合 ）公 益 認 定 取 得 か（ 吸 収 合 併 の 場 合 ）と い う 点 で
あ る 。  
 公 益 地 位 承 継 及 び 公 益 認 定 取 得 の い ず れ も 、 ⾏ 政 庁 が 認 可 、
認 定 す る 基 準 は 、認 定 法 ５ 条 各 号 に 掲 げ る 基 準 に 適 合 す る こ と
及 び 同 法 ６ 条 各 号 の い ず れ か に 該 当 し な い こ と で あ る（ 認 定 法
５ 条 柱 書 、 ６ 条 柱 書 、 ２ ５ 条 ２ 項 ）。 そ し て 、 実 質 的 に は 何 ら

⼀ 般 社 団 法 ⼈ A 

公 益 財 団 法 ⼈ B 

病 院 等 事 業  

⼀ 般 社 団 法 ⼈ A 

病 院 等 事 業  

公 益 社 団 法 ⼈ A 

病 院 等 事 業  
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事 業 を ⾏ っ て い な い ⼀ 般 社 団 法 ⼈（ 新 設 合 併 に お い て は C、吸
収 合 併 に お い て は A）が 、公 益 財 団 法 ⼈ B の 病 院 等 事 業 を 全 ⾯
的 に 承 継 す る と い う 実 体 に も 差 異 は な い 。  
 し た が っ て 、公 益 地 位 承 継 の 場 合 と 公 益 認 定 取 得 の 場 合 と で
認 可・認 定 の 結 論 に 差 異 が 出 る 可 能 性 は 低 い も の と 考 え ら れ る 。 
 第 ２ の ５ ⑷ （ 本 報 告 書 12 ⾴ ） で 述 べ た と お り 、 吸 収 合 併 の
⽅ が 新 設 合 併 よ り も 時 間 と ⼿ 間 の 少 な い ⽅ 法 で あ る と 考 え ら
れ る 。  

た だ し 、吸 収 合 併（ 公 益 認 定 取 得 を 事 後 に ⾏ う ⽅ 法 ）に よ る
場 合 、仮 に 公 益 認 定 を 取 得 で き た と し て も 、⼀ 旦 は 公 益 地 位 を
失 う こ と に な る（『 Ⅰ ．新 設 合 併 』に よ る ⽅ 法 で 、仮 に 公 益 地
位 承 継 の 認 可 を 取 得 で き た 場 合 に は 、公 益 地 位 が 途 切 れ ず 継 続
す る ）。こ れ に 伴 い 、吸 収 合 併 後 の ⼀ 般 社 団 法 ⼈ は 、公 益 ⽬ 的
取 得 財 産 残 額 を 定 款 の 定 め に 従 い 他 の 公 益 的 な 法 ⼈ 等 に 贈 与
し な け れ ば な ら な い （ 認 定 法 ３ ０ 条 ） 等 の デ メ リ ッ ト が あ る 。
こ れ を 考 慮 に ⼊ れ た 場 合 、新 設 合 併 に よ る ⽅ 法 も 選 択 肢 と な り
う る 。  

ウ 小括 

 そ こ で 、 次 項 に お い て は 、『 Ⅱ ― ２ ． 吸 収 合 併 （ 公 益 認 定 取
得 を 事 後 に ⾏ う 場 合 ）』 を 実 現 す る ⼿ 順 （ 主 に ⼀ 般 財 団 法 ⼈ と
異 な る 部 分 ）及 び『 Ⅰ ．新 設 合 併 』を 実 現 す る ⼿ 順 に つ い て 簡
潔 に 述 べ る こ と と す る 。  

 

３ 『Ⅱ―２．吸収合併（公益認定取得を事後に行う場合）』を実現

する手順 

⑴ 吸収合併 

 新 た に ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A を 設 ⽴ し 、 こ れ に 既 存 の 公 益 財 団 法 ⼈
B を 吸 収 さ せ る 形 で 合 併 す る ⼿ 続 は 、先 述 し た ⼀ 般 財 団 法 ⼈ の 場
合 と 基 本 的 に は 同 ⼀ で あ る 。  
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 た だ し 、 合 併 に 先 ⽴ っ て 、 既 存 の 公 益 財 団 法 ⼈ B が 、 合 併 す
る 旨 を ⾏ 政 庁 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い （ 認 定 法 ２ ４ 条 １ 項 １
号 ）。上 記 届 出 は 、 認 定 法 施 ⾏ 規 則 に 付 属 の 様 式 第 六 号 に よ り 作
成 し た 届 出 書 を ⾏ 政 庁 に 提 出 し て ⾏ う （ 認 定 法 施 ⾏ 規 則 ４ １ 条
１ 項 ）。 届 出 書 に は 、合 併 契 約 書 の 写 し 及 び 当 該 合 併 を 決 議 し た
理 事 会 の 議 事 録 の 写 し を 添 付 す る （ 認 定 法 施 ⾏ 規 則 ４ １ 条 ２ 項
１ 号 ）。  
 

⑵ 公益認定取得 

 公 益 財 団 法 ⼈ B が 公 益 認 定 を 取 得 し た 際 と 同 様 の ⼿ 続 で あ る 。
内 閣 府 の 発 ⾏ す る 「 申 請 の ⼿ 引 き  公 益 認 定 編 」（ ホ ー ム ペ ー ジ
「 公 益 法 ⼈ information」 に て ダ ウ ン ロ ー ド 可 ） が 参 考 に な る 。 
 な お 、 先 述 の と お り 、「 公 益 ⽬ 的 事 業 を ⾏ う の に 必 要 な 経 理 的
基 礎 」を ⽋ く と し て 公 益 認 定 を 受 け ら れ な い 可 能 性 が あ る 。た だ
し 、公 益 認 定 を 受 け ら れ ず 、公 益 社 団 法 ⼈ と な る こ と が で き な か
っ た 場 合 で あ っ て も 、 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ と し て 病 院 等 事 業 を ⾏ う こ
と は 可 能 で あ る 。  

 
４ 『Ⅰ．新設合併』を実現する手順 

⑴ 新設合併 

ア 新設合併消滅法人の手続 

新 た に ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A を 設 ⽴ す る ⼿ 続 は 、 先 述 の と お り で
あ る 。  

⼀ 般 社 団 法 ⼈ A と 既 存 の 公 益 財 団 法 ⼈ Ｂ が 新 設 合 併 契 約 を
締 結 す る （ 法 ２ ５ ４ 条 ）。 そ れ ぞ れ に お い て 書 ⾯ 等 の 備 置 き 、
新 設 合 併 契 約 の 承 認 決 議 及 び 債 権 者 異 議 ⼿ 続 等 を ⾏ わ な け れ
ば な ら な い こ と（ 法 ２ ５ ６ 〜 ２ ５ ８ 条 ）は 、吸 収 合 併 の 場 合 と
基 本 的 に 同 様 で あ る 。  

消 滅 法 ⼈ で あ る ⼀ 般 社 団 法 ⼈ A と 公 益 財 団 法 ⼈ Ｂ は 、 解 散
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の 登 記 を し な け れ ば な ら な い （ 法 ３ ０ ７ 条 ）。  
イ 新設合併設立法人の手続 

 合 併 に よ り 新 た に 設 ⽴ さ れ る 社 団 法 ⼈ は 、新 設 合 併 に 関 す る
重 要 な 情 報（ 新 設 合 併 が 効 ⼒ を ⽣ じ た ⽇ 、債 権 者 異 議 ⼿ 続 の 経
過 、⼀ 般 社 団 法 ⼈ Ａ 及 び 公 益 財 団 法 ⼈ Ｂ か ら 承 継 し た 重 要 な 権
利 義 務 に 関 す る 事 項 等 ）を 記 載 し た 書 ⾯ 等 を 作 成 し 、主 た る 事
務 所 に 備 え 置 か な け れ ば な ら な い （ 法 ２ ６ ０ 条 ）。 ま た 、 設 ⽴
の 登 記 を ⾏ う 必 要 が あ る （ 法 ３ ０ ７ 条 ）。  
 な お 、合 併 に よ り 新 た に 設 ⽴ さ れ る 社 団 法 ⼈ の 定 款 は 、消 滅
法 ⼈ で あ る ⼀ 般 社 団 法 ⼈ Ａ 及 び 公 益 財 団 法 ⼈ Ｂ が 作 成 す る（ 法
２ ５ ９ 条 ３ 項 ）。  

 
⑵ 公益地位承継 

 ⑴ の ⼿ 続 と 並 ⾏ し て 、公 益 財 団 法 ⼈ Ｂ が 、合 併 に よ り 新 た に 設
⽴ さ れ る 社 団 法 ⼈ が 公 益 財 団 法 ⼈ Ｂ の 公 益 地 位 を 承 継 す る こ と
に つ い て 、 ⾏ 政 庁 の 認 可 を 申 請 す る （ 認 定 法 ２ ５ 条 １ 項 ）。  
 申 請 は 、 認 定 法 施 ⾏ 規 則 に 付 属 の 様 式 第 七 号 に よ り 作 成 し た
申 請 書 を ⾏ 政 庁 に 提 出 し て ⾏ う （ 認 定 法 施 ⾏ 規 則 ４ ２ 条 １ 項 ）。
申 請 書 に は 、 定 款 等 の 認 定 法 ７ 条 ２ 項 １ な い し ５ 号 に 記 載 の 書
類 及 び 公 益 財 団 法 ⼈ Ｂ の 新 設 合 併 を 決 議 し た 理 事 会 の 議 事 録 の
写 し 等 を 添 付 す る （ 認 定 法 施 ⾏ 規 則 ４ ２ 条 ２ 項 ）。  

な お 、 先 述 の と お り 、「 公 益 ⽬ 的 事 業 を ⾏ う の に 必 要 な 経 理 的
基 礎 」 を ⽋ く と し て 公 益 地 位 承 継 の 認 可 を 受 け ら れ な い 可 能 性
が あ る 。た だ し 、同 認 可 を 受 け ら れ ず 、公 益 社 団 法 ⼈ と な る こ と
が で き な か っ た 場 合 で あ っ て も 、 ⼀ 般 社 団 法 ⼈ と し て 病 院 等 事
業 を ⾏ う こ と は 可 能 で あ る 。  
 

以  上  
 



 
 

 


